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概要 

 社会の急速な DX化に伴い，通信キャリアのバックボーンネットワークが生活に欠

かせないインフラとなっているため，日本のインターネットトラヒックは 2 割～5 割

／年のペースで増加を続けている[1]．通信キャリアは，爆発的に増加するトラヒック

を収容できるネットワークを提供する必要があるが，経済的にネットワークを提供す

る必要もあるため，トラヒックの増大に伴う設備投資や運用コストを抑えるためにネ

ットワークリソース利用の効率化や安定した運用が必要である． 

ネットワークリソースは，ネットワーク装置やリンクの転送能力である．通信キャ

リアのバックボーンにおいて，ネットワーク装置は経路の冗長性を保つためリンクに

より複雑に接続されており，都市部や地方の利用者を収容する大規模から小規模にわ

たる多種のネットワーク装置が全国に配置され転送能力にも違いがある．リソース利

用を効率化するには，これらの多様なネットワーク装置の属性やリンクの接続状況を

把握し，トラヒックの配置を適切に計算し制御することで，ネットワークリソースを

最大限活用することが求められる． 

近年は，Web 閲覧など一定のトラヒック量・通信品質で 2 拠点間の通信を行うだけ

でなく，映像配信，テレビ会議やメタバース空間の提供など，大容量・高品質な通信

品質や他拠点へトラヒックの配信が必要な通信サービスが一般化している．このよう

な通信品質のニーズの多様化および他拠点配信ニーズの増加に対応して，利用者が求

める通信品質を提供できるネットワークが求められる． 

コミュニケーション通信を支えるバックボーンネットワークにおいて増大を続ける

トラヒックを効率的に収容・制御するためには，バックボーンネットワークのトラヒ

ックの効率的な配置制御，多地点への効率的な配信制御，必要な通信品質を提供する

通信制御を行い，トータルでのネットワークリソース利用及び運用効率化の実現が必



ii 

 

要となっている． 

本論文では，2 章においてトラヒック制御によるリソース利用効率化，3章において

マルチキャスト経路管理による他拠点配信の運用効率化，4 章においてオンデマンド

フロー管理による通信品質管理の運用効率化を実現する方式の提案と評価を行う．5

章において現在の通信キャリアのバックボーンネットワークへの適用について述べ

る．6 章において本研究のまとめと今後の課題を述べる． 
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1. 序論 

1.1. 本研究の背景 

社会の急速な DX 化に伴い，通信キャリアのバックボーンネットワークが生活に欠

かせないインフラとなっている．このため，図 1-1 に示すように，近年の日本のイン

ターネットトラヒックは，2019 年以降，1 割～5 割／年のペースで増加を続けている

[1]． 

 

 

図 1-1．日本の固定通信トラヒックと移動通信トラヒック 

総務省 総合通信基盤局，我が国のインターネットにおけるトラヒックの集計結果

（2022 年 5 月分）より引用．2019 年の増加率は著者により追記． 

 

国内通信キャリアは，爆発的に増加するトラヒックを収容できるネットワークを提

57.4％
増加
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供する必要があるが，経済的にネットワークを提供する必要もあるため，トラヒック

の増大に伴う設備投資や運用コストを抑えるためにネットワークリソース利用の効率

化や安定した運用が必要である． 

ネットワークリソースは，ネットワーク装置やリンクの転送能力である．通信キャ

リアのバックボーンにおいて，ネットワーク装置は経路の冗長性を保つためリンクに

より複雑に接続されており，都市部や地方の利用者を収容する大規模から小規模にわ

たる多種のネットワーク装置が全国に配置され転送能力にも違いがある．リソース利

用を効率化するには，これらの多様なネットワーク装置の属性やリンクの接続状況を

把握し，トラヒックの配置を適切に計算し制御することで，ネットワークリソースを

最大限活用することが求められる．これを解決するため，トラヒック情報を収集し，

トラヒック経路を制御・分散配置することで，リソース利用を抑えつつ高容量のトラ

ヒックを収容し，転送品質の低下を防ぐトラヒックエンジニアリング技術をバックボ

ーンネットワークへ適用することが求められている．適用に向けては，トラヒックを

考慮して経路制御を行う場合，トラヒック情報の遅延や差異などにより，ルータ間の

トラヒック経路制御のオーケストレーションが不十分となり，通信が不安定になる可

能性がある．また，トラヒックが特定のネットワーク個所に集中しないよう効率的に

分散配置する経路計算を行う必要がある．  

バックボーンネットワークで利用される IP アプリケーションについては，多数のユ

ーザに大容量の映像を配信するストリームアプリケーションの利用が増大している．

しかし，ユーザごとにストリームを配信するユニキャスト通信は，ユーザ数に比例し

てトラヒックが増大するため，リソースを圧迫する問題がある．これを解決するた

め，ネットワーク内の最適な箇所でパケットをコピーし，トラヒックを抑制して情報

を配信するマルチキャスト通信が求められている．マルチキャスト通信を放送や映像

配信などのビジネス用途に活用する場合，想定外の利用者による配信による乗っ取り

やトラヒック圧迫を防ぐため，従来の IP 通信にはない，送信および受信するユーザを

把握・認証する技術が必要となる．これらの課題を解決し，バックボーンネットワー
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クを放送や映像配信に活用することのできるビジネス向けマルチキャスト技術が求め

られている．  

近年は，Web 閲覧など一定のトラヒック量・通信品質で 2 拠点間の通信を行うだけ

でなく，映像配信，テレビ会議やメタバース空間の提供など，大容量・高品質な通信

品質や他拠点へトラヒックの配信が必要な通信サービスが一般化している．また，リ

モートワークが急速に普及しており，バックボーンネットワークにおける IP ストリー

ミングアプリケーションにおいて，ビデオ会議システムなど双方向通信が拡大してい

る．双方向のリアルタイムストリーミングは，音声や動画の品質劣化がユーザに意識

されやすいため，体感品質を保つには通信遅延や揺らぎを一定以下にする必要があ

る．一方で，バックボーンネットワークには電子メールやウェブなどのリアルタイム

性を要求しない通信など様々な種類のトラヒックが混在しており，一律の遅延制御は

難しい．近年，フロー毎の優先／非優先制御を行う通信品質制御装置が活用されてい

るが，企業網内など特定のネットワーク範囲において，あらかじめ設定された品質制

御を行うものであり，幅広いユーザ通信需要をオンデマンドに対応していない．この

ような通信品質のニーズの多様化および他拠点配信ニーズの増加に対応して，利用者

が求める通信品質を提供できるネットワークが求められている．バックボーンネット

ワークにおける通信品質の確保やネットワークリソースの利用を効率化するために

は，一般ユーザの通信要求を把握し，通信品質制御を一元的に管理して，リアルタイ

ムストリーミングを選択的に優先するフロー管理技術が必要となる． 

これらのサーバ型トラヒックエンジニアリングシステムによるバックボーンネット

ワーク制御と，マルチキャスト管理と，オンデマンドフロー管理による IP アプリケー

ション管理を連携させることで，IP アプリケーションのリソース利用状況を把握して

トラヒック分散制御を行うことができるため，本研究の成果を活用することで，バッ

クボーンネットワークの効率的・安定的な制御を可能とすることが出来る．これらの

研究は通信キャリアのバックボーンにて有効活用が可能である． 
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1.2. 本論文の構成 

本論文の構成は以下の通りである． 

第 2 章ではトラヒック制御によるリソース利用効率化について述べる．トラヒック

情報と経路制御を一元管理することで，トラヒック情報の時間変動に対する収束性を

向上させ，経路の安定性を向上させるサーバ型トラヒックエンジニアリング技術，ト

ラヒック流量を最大にする経路計算方式を提案し，シミュレーションでトラヒック収

容効率の向上を確認したこと，エミュレータで経路設定時間の向上を確認したことに

ついて述べる． 

第 3 章ではマルチキャスト経路管理による他拠点配信の運用効率化について述べ

る．ユーザの認証を行い，マルチキャスト配信を管理するサーバ型マルチキャスト管

理システムを提案する．標準的なマルチキャストプロトロコルを終端する機能や Web

ベースの設定インタフェースを持ち，ユーザ契約やリソース利用状況に基づいたマル

チキャスト経路配信を一元的に行うため，既存のプロトコルを改変することなく，ユ

ーザやオペレータの設定により，マルチキャスト送受信者の配信管理が可能となるこ

とについて述べる．また，設備設計の指針となる処理負荷の見積もりの計算方法につ

いて述べる． 

 第 4 章ではオンデマンドフロー管理による通信品質管理の運用効率化について述べ

る．ユーザの通信品質要求をオンデマンドで受け付け，要求に基づいてバックボーン

ネットワーク上に配置された複数の品質制御装置を一元的に管理，設定するサーバ型

オンデマンドフロー管理システムの提案について述べる．一般ユーザから管理ユーザ

やキャリアオペレータまで階層化したユーザ構造，および利用から契約や運用まで階

層化したフロー管理ポリシを持ち，一般ユーザのフロー管理要求の受け付けを行いネ

ットワーク運用ポリシと整合し管理するため，バックボーンネットワークにおけるフ

ロー管理が可能となることについて述べる．また，設備設計の指針となる処理負荷の

見積もりの計算方法について述べる． 
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第 5 章では現在の通信キャリアのバックボーンネットワークへの研究成果の適用に

ついて述べる．本研究は，2000 年代を中心に行ったバックボーンネットワークのリソ

ース利用を効率化する研究開発であるが，現在のバックボーンネットワークにおける

IP 通信と光通信の最適な組み合わせ，ユーザのインテントベースのクラウド・アプリ

ケーション・ネットワークの連携制御に活用できることを述べる． 

第 6 章において本研究のまとめを行う． 
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2. トラヒック制御によるリソース利用

効率化 

2.1. 背景 

インターネットの普及および社会の急速な DX 化等により，IP 通信が社会を支える

重要な基盤となっている．それに伴い，通信キャリアが提供するネットワークの信頼

性の向上や，爆発的に増加し続けるトラヒックを効率良く処理する技術が求められて

いる．そこで，耐障害性を向上させ，トラヒックを制御し，効率的にネットワークリ

ソースを利用するトラヒックエンジニアリング技術が提案されている． 

トラヒックを制御するためには，パケットにラベリングを行い，明示的に経路を指

定する必要がある．ラベル転送ネットワークとしては Multiprotocol Label Switching 

(MPLS)が活用されている[2]．MPLS に対するトラヒックエンジニアリング機構とし

ては，Internet Engineering Task Force (IETF)の Internet Traffic Engineering Work-

ing Group[3]において標準化に向けた RFC が策定されている[4][5]．それらの標準化

においては自律分散型トラヒックエンジニアリング機構が規定されている．IETF Ap-

plication-Layer Traffic Optimization Working Group[6]では，その機構を活用し，ア

プリケーションレイヤにおけるトラヒック最適配置を目指して，ネットワークトポロ

ジ，帯域，ドメイン間トラヒック交流およびコストの制御に関する標準化作業が進め

られている． 

本研究を行った 2000年代においては，自律分散型トラヒックエンジニアリング機構

は，各転送ノードが flooding を用いてトラヒック情報を交換し，経路計算を行い，

Signaling を用いて経路設定を行っていた．そのため，網が大規模化すると，flooding
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によるトラヒック情報伝播遅延が大きくなり，経路計算，Signaling処理に伴うプロセ

ッサ負荷が増加し，経路収束の不安定化や転送性能の劣化が発生する可能性がある． 

そこで，本研究では，大規模バックボーンネットワークにおいて，経路制御を一元

管理し集中設定を行うことで経路設定時間を短縮しネットワークの安定性を向上させ

る方式，およびトラヒック流量を最大にするような迂回経路計算アルゴリズムを提案

し，これらを実装したトラヒックエンジニアリングサーバを実装した．本章では提案

技術とその実装および評価について述べる．  

2.2. トラヒックエンジニアリング技術の概要 

 トラヒックエンジニアリングとは，網内のトラヒックを観測し，その結果を下にト

ラヒックを効率良く配置するための制御を行う技術であり，トラヒック測定，分析・

モデル化，経路計算，制御のフェーズから構成される． 

ネットワーク装置の属性やリンクの接続状況などの制御条件を把握し，トラヒック

情報を計測・収集し，トラヒックの状況を分析・モデル化し，最適な経路を計算・制

御するトラヒックエンジニアリング技術（図 2-1）が必要となる．トラヒックの状況に

応じた経路の分散配置を行うことで，有限のネットワークリソースを最大限活用でき

る．また，トラヒック制御条件を満足する経路を自律的・継続的に測定，計算，設定

するため，多層化し複雑化するネットワークのオペレーションコストを削減すること

も可能となる． 

これらのフェーズからなるサイクルを繰り返すことにより，ネットワークの送信元

から宛先へのトラヒックからなるトラヒック交流状況の変化に適応したトラヒック制

御を行う． 
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図 2-1．トラヒックエンジニアリングモデル 

 トラヒックエンジニアリングを行うことにより，トラヒック交流状況に応じた経路

の分散が可能となり，大量のトラヒックを効率よく転送することが可能とになる．ま

た，トラヒック情報のみならず，オペレータの入力した多様なルーチングポリシをも

考慮に入れて経路計算を行うことにより，トラヒックの QoS 特性やサービスグレード

に応じた QoS ベースの経路を設定することが可能になる．また，トラヒック制御条件

を満足する経路を自律的・継続的に測定，計算，設定するため，多層化し複雑化する

ネットワークのオペレーションコストを削減することも可能となる．  

2.3. 大規模ネットワークにおけるトラヒックエンジ

ニアリングに対する要求条件 

 ネットワーク内のトラヒック交流状況の変化に迅速に対応したトラヒックエンジニ

アリングを実現するためには，まず，トラヒック情報の測定から経路制御までの各フ

ェーズがそれぞれ迅速に行える必要がある．次に，トラヒックエンジニアリングの効

率を高める観点から，経路計算で導出される経路がより最適である必要がある．そし

て，トラヒックエンジニアリング制御に伴う転送ノードの転送性能劣化を最小化する

ため，プロセッサ負荷やトラヒックエンジニアリング制御に伴うトラヒックの量の増

経路計算(Calculation)
経路制御(Control)

観測(Measure)

分析(Analysis)
モデル化(Modeling)

トラヒック
制御条件
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加を最小限にする必要がある． 

2.4. 従来技術の問題点 

 トラヒックエンジニアリングのフェーズである，トラヒック観測，経路計算，経路

制御に関して，2000 年代におけるトラヒックエンジニアリング技術の概要とその問題

点について述べる． 

2.4.1. トラヒック観測 

 従来（2000 年代以前．以下同様）のトラヒックエンジニアリング技術では，各転送

ノードが Traffic Engineering Extensions to OSPF (OSPF-TE)[7]や Traffic Engineer-

ing Extensions to IS-IS (IS-IS-TE) [8]等のトラヒックエンジニアリング向けに拡張さ

れたルーチングプロトコルを用いてトラヒック情報を収集する．いずれの方式もトラ

ヒック情報伝播手段として flooding を用いるため，各転送ノードの持つトラヒック情

報が完全に同期するまでの遅延が大きくなり，帯域の圧迫に伴う転送性能の劣化も発

生する． 

2.4.2. 経路計算 

 従来のトラヒックエンジニアリング技術では，各転送ノードが収集したトラヒック

情報を基に経路計算を行うため，プロセッサ負荷が増大し，転送性能が劣化する．ま

た，OSPFや IS-IS等における経路選択アルゴリズムは，各経路のリンク容量とホップ

数を基にした経路計算を行うため，トラヒックが特定リンクに集中する可能性がある． 

 OSPF-TE や IS-IS-TE 等のトラヒックエンジニアリング拡張が施されたアルゴリズ

ムは，リンク毎の残余帯域と要求帯域の比較を行い，要求帯域より残余帯域のほうが

大きければその経路を採用するという拡張が行われているだけであり，特定リンクの

リンク帯域付近までトラヒックが集中してしまうという問題点がある． 
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2.4.3. 経路設定 

 従来のトラヒックエンジニアリング技術では，バックボーンネットワークへトラヒ

ックを入力する転送ノードが，Signaling（RSVP-TE[9]，CR-LDP[10]）を用いて，

ホップバイホップに経路を設定していく．そのため，各転送ノードには，Signaling処

理に伴うプロセッサ負荷が発生し，転送性能に悪影響を及ぼす．また，ホップバイホ

ップで経路設定を行っていくため，バックボーンネットワーク内でのホップ数に比例

して経路設定時間が増大する．さらに，複数の転送ノードが同時に経路設定しようと

するとリソースの競合が発生する可能性があり，その結果，当初の想定どおりの経路

設定が出来ない可能性がある． 

2.4.4. 先行研究 

分散型経路制御の安定性に関する研究として，大規模ネットワークにおける

OSPF-TE プロトコル安定性のシミュレーション評価が挙げられる[11]．本研究では，

評価モデルとして，米国の都市を結ぶ大規模 Internet Service Provider (ISP)のバック

ボーンネットワークを模擬し，292 のノードと 765 のリンクを持つハブアンドスポー

ク型のネットワークトポロジを作成し，ノードプロセッサにおけるルーチング処理負

荷，経路変動数，経路収束時間を評価している．ノードが故障した際の安定性を評価

するため， 1，5，10 ノードが同時に故障する 3 通りの故障シナリオをシミュレート

し，故障ノードが多くなるほど，経路変動数が多くなることを示している．また，ノ

ード故障が発生した後の経路収束時間としては約 80 秒を要することを示している． 

シミュレーション評価から，分散型である OSPF-TE では，各ノードへの情報伝搬

や経路設定に時間を要することが示された．本研究結果に対する考察として，分散型

である OSPF-TE によるバックボーンネットワークの経路制御は長い時間をかけるこ

とで可能と考えられるが，ネットワーク規模が大きくなるにつれて経路制御時間がよ

り長くなることが想定される．通信キャリアのバックボーンネットワークにおいては，
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故障や輻輳が発生しても，短い時間で迅速に経路制御を行うことによって通信の安定

性を保つことが求められるため，安定した通信には分散型が必要する経路制御時間は

十分でないと考える． 

その他の分散型経路制御の経路安定性の研究としては，初期の研究として Khanna

と Zinky による研究[12]が挙げられる．この研究は ARPANET における経路の振動を

調べ，安定性をもたらすためのルーチングメトリクスの変更を提案し，ネットワーク

の制御理論としてフィードバックループモデルを提案している．Boel による研究[13]

は，短期および長期の経路制御の性能を向上させるためには，故障情報を迅速に，修

復情報をゆっくりと広めることが必要であることを示している． 

インターネットから収集した統計情報を用いて，経路の安定性に関する定量的な情

報を導く研究も行われている．Chinoy によるインターネット経路情報の変動について

の研究[14]では，経路情報アップデートの内容（何パーセントが実際に新しい経路に

つながる情報を提供したか），経路情報アップデート時間，経路変動の大きさと分布，

到達不能時間など，インターネット経路情報の変動を分析している．Labovitz らによ

る研究[15]では，インターネットにおけるネットワーク故障が経路の安定性に及ぼす

影響について，いくつかのインターネット故障の際に収集されたデータを使用し、そ

の原因と思われるものを分析し，経路変動の発生頻度や、経路変動の原因となるネッ

トワーク故障の平均発生時間について調査している．Labovits らによる研究[16]では，

ドメイン間ルーチングにおけるネットワーク故障と経路情報アップデート，回復時間

の関係を調べている．Rybowski らによる研究[17]では，OSPF によりリンク故障時に

経路情報がネットワーク内のルータに送信される状況をシミュレーションで評価して

いる．シミュレーション評価によって，各ルータへ経路情報のアップデートが行われ

る過程で，ルータが経路を非同期で更新するため過渡的なマイクロループやブラック

ホールが発生しパケットがロスするなど，経路が収束するまで転送が不安定になるこ

とを示している． 
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このように，経路の安定性については，ネットワークの制御理論としてフィードバ

ックループが提案されて以降，経路の安定性に影響するパラメータの抽出や，実際の

インターネット挙動を分析した経路安定性の調査，分散型制御による非同期なルータ

の経路設定による転送の不安定性の評価は行われたが，経路の安定性を根本的に高め

るアーキテクチャの研究は行われていない． 

また，トラヒックエンジアリングにおける QoS ベースの経路制御の研究としては，

Apostolopoulos らによる研究[18]では，QoS ベースの経路制御時間に影響を与えるパ

ラメータとして，経路情報をアップデートする条件，条件を発動させる感度，アップ

デートの制限タイマーを示し，これらのパラメータを変化させた場合の経路情報のア

ップデートと QoS ベースの経路設定の成功数との関係を評価している．Shaikh らに

よる研究[19]も経路情報のアップデート条件と QoS ベースの経路設定の関係を評価し

ている．Hao らの研究[20]では，ネットワークを複数のドメインに分割し，ドメイン

内の経路情報を集約した後にドメイン間の経路情報として交換することで，経路情報

のアップデートを減少させる方式を示している．Shaikh らの研究[21]では，ネットワ

ークが過負荷の状態において経路情報が伝達されない場合，経路変動の回数が増加す

ることを示した．Németh らの研究[22]では，OSPF における Equal Cost Multipath 

(ECMP) を用いて，ノード間のリンクを仮想的に複数経路に分割し，リンク容量に対

しトラヒック量を分散収容できるように経路を分割する手法を提案している．リンク

間の収容効率は向上するが，複数リンク間のトラヒック割り当て競合が発生するため，

ネットワーク全体での最適化が困難となる課題がある． 

このように， QoS ベースの経路制御については，分散制御における経路情報のアッ

プデートと経路制御の関係性の評価，経路情報がアップデートされない場合の経路変

動への影響，ネットワーク分割による経路情報の集約の工夫，リンク単位での経路分

散が提案されていたが，大規模ネットワーク全体のノードやリンクを一元的に管理す

る状況を想定しておらず，通信キャリアが必要とする大規模なバックボーンネットワ
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ークのリソースを一元的に管理する経路制御の提案は行われていない．  

2.5. 大規模ネットワークにおけるトラヒックエンジ

ニアリング制御方式の検討 

 本節では，従来技術の問題を解決し，大規模ネットワークにも適用可能なトラヒッ

クエンジニアリング制御方式を検討する． 

トラヒックエンジニアリング制御アーキテクチャとしては，自律分散型と集中制御

型の 2 種類がある． 

自律分散型とは，各転送ノードにトラヒックエンジニアリングの各フェーズの機能

を配備し，転送ノードが他の転送ノードと協調的に動作することによって，トラヒッ

ク制御の目的を達成しようとするアーキテクチャである（図 2-2）．本研究を行った

2000 年代のトラヒックエンジニアリングは，バックボーンネットワークに配置された

転送ノードである Edge Node（EN），Core Node（CN）が，ルーチングプロトコルを

用いて，トラヒック情報を交換し，それぞれの転送ノードが経路を計算し，設定を行

うなど，自律分散的に転送ノードが経路の計算と設定を行う方式が主流であった．  
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図 2-2．自律分散型トラヒックエンジニアリング制御アーキテクチャ 

一方，集中制御型とは，トラヒックエンジニアリング機能をサーバに配置し，転送

ノードはサーバからの制御によりトラヒック制御の目的を達成しようとするアーキテ

クチャである（図 2-3）．電話網の交換機や広域ネットワーキングサービスプラットフ

ォームは集中制御型のアーキテクチャを採用している． 

 

 

図 2-3．集中制御型トラヒックエンジニアリング制御アーキテクチャ 

 以下では，トラヒックエンジニアリングのフェーズ毎に比較を行い，最適な機能配

備を検討する． 

2.5.1. トラヒック観測 

 トラヒック観測のフェーズは，自ノードにおけるトラヒックを観測するトラヒック

観測機能と，他ノードにおけるトラヒック観測結果を収集するトラヒック情報収集機

能の 2 つに分けられる．ネットワーク内のトラヒック交流状況を把握するためには，

トラヒック観測ポイントは複数必要であり，トラヒック観測機能は，各転送ノードが

機能配備する必要がある．トラヒック収集機能に関しては，自律分散型と集中制御型
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のアプローチが考えられる． 

 自律分散型によるトラヒックエンジニアリング制御では，flooding を用いてトラヒ

ック情報を収集するため，ネットワーク規模が大きくなるほどトラヒック情報の収集

に時間がかかり，flooding が帯域を圧迫する．具体的には，ある転送ノードから他の  

転送ノードに対しネットワーク情報を伝搬し，ネットワーク内の全転送ノードで情報

の同期を取る flooding は従来の経路制御においても行われていたが，トラヒックエン

ジニアリングの場合，ネットワークのリソース情報（リンクの利用可能帯域など）も

伝搬する必要があるため，flooding 情報量が増加する．リンクの利用可能帯域などの

リソース属性情報は変化するため，定常的に flooding が発生する．ネットワークが大

規模化するに従って flooding 情報の変動が多くなり，結果として，通信の安定性が損

なわれる可能性がある． 

 一方，集中制御型によるトラヒックエンジニアリング制御では，トラヒックエンジ

ニアリングサーバが各転送ノードから直接トラヒック情報を収集するため，トラヒッ

ク収集が迅速であり，トラヒック収集に伴う帯域の圧迫が最小限となる．さらに，サ

ーバは転送ノードから独立しているため，様々な種別のルータから構成されるネット

ワークに対する適用性も高いと考えられる． 

 そのため，集中制御型のほうが有利である． 

2.5.2. 経路計算 

 自律分散型における最適経路の計算は，転送ノードが個別に行うため，転送ノード

におけるプロセッサ負荷が増大し，転送性能の劣化に影響する．また，複数ルータに

よる経路設定の競合が懸念される．トラヒックの分散を考慮して経路を設定する場合，

リソース割り当てを考慮する必要がある．複数のルータが同時に同一リンクに対して

経路を設定しようとした場合，当該リンクの利用可能帯域の確保に競合が発生し，結

果として，トラヒックと利用可能帯域にずれが生じ，通信の安定性が損なわれる可能
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性がある． 

集中制御型によるトラヒックエンジニアリング制御では，トラヒックエンジニアリ

ングサーバのみが経路計算を行い，転送ノードでは経路計算を行わないため，転送ノ

ードにプロセッサ負荷はかからず，転送性能を劣化させることは無い．また，サーバ

型はネットワーク全体のリソース情報，経路，トラヒック交流を把握し，ネットワー

ク内の全ての経路の設定状況を踏まえたリソース割り当て，経路計算が可能である．

ネットワーク情報はルータからサーバ間に伝搬されるため，ルータ間を flooding する

必要がなく，通信の不安定性を回避できる．さらに，サーバはルータから独立してい

るため，様々な種別のルータから構成されるネットワークに対する適用性も高いと考

えられる． 

そのため，集中制御型のほうが有利である． 

2.5.3. 経路計算アルゴリズム 

トラヒックエンジニアリングによる経路分散の効率の観点から，最適な経路計算ア

ルゴリズムを検討する． 

経路計算アルゴリズムとしては，OSPF-TE，IS-IS-TE 等の Dijkstra 法をベースと

してリンク帯域の利用の最小化を考慮した従来のアルゴリズムと，Dijkstra 法をベー

スとしながらリンク帯域の利用の平準化に重きを置いた提案アルゴリズムがある． 

OSPF-TE や IS-IS-TE 等のアルゴリズムは，各経路のリンク容量とホップ数を基にし

て，リンク毎の残余帯域と要求帯域の比較を行い，要求帯域よりも残余帯域の方が大

きければその経路を採用するだけであり，ネットワーク内で利用するリンク帯域の合

計値の最小化を目的としているため，特定リンクのリンク帯域の上限近くまでトラヒ

ックが集中してしまう可能性がある． 

提案アルゴリズムは，経路内のリンク毎の残余帯域を比較し，もっとも残余帯域の



17 

 

大きい経路を選択する．リンク帯域の利用の平準化を行うため，トラヒックが集中す

るボトルネックリンクを回避することができるなど，従来のアルゴリズムよりも効率

的のトラヒックを配置することが可能であると考えられる． 

2.5.4. 経路設定 

 自律分散型による経路設定では，まず，Signaling処理に伴い転送ノードのプロセッ

サ負荷が増大し，転送性能の劣化を引き起こす．次に，経路上の１つ１つの転送ノー

ドに対して順番に，ホップバイホップに経路設定を行うため，経路上の転送ノード数

すなわちホップ数に比例して設定時間が増大する．その結果，複数の転送ノード間で

リソースの競合が発生し，正しく経路設定がされない可能性がある． 

 集中制御型による経路設定では，トラヒックエンジニアリングサーバが各転送ノー

ドに直接経路設定を行う．そのため，転送ノードにかかるプロセッサ負荷を最小限に

抑えることが可能である．また，Signalingのようにホップバイホップで設定を行わな

いため，ネットワークが大規模化しても高速に経路設定が可能である．さらに，トラ

ヒックエンジニアリングサーバが全経路の設定を行うため，リソース競合が発生しな

い． 

 そのため，集中制御型のほうが有利である． 

2.6. 提案方式 

以上の考察により，本研究ではサーバ型トラヒックエンジニアリング方式（図 2-4）

を提案する[23][24][25][26]． 
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図 2-4．トラヒックエンジニアリングサーバのシステム構成 

トラヒックエンジニアリングサーバは，ルーチングポリシとネットワーク情報に従

ってネットワークのルーチングを制御するため，次の順序でルーチング経路を設定す

る．まず，ネットワーク運用者が設定したトラヒックトランク（トラヒックフローの

集合体）に指定された帯域を，ネットワークリソースから得た情報をもとに割り当て

る．次に，その属性を満たす経路を計算する．最後に，各ネットワークノード固有の

ルーチングテーブルを構築し，関連するノードにルーチングするためのテーブルをセ

ットアップする．MPLS ネットワークでは，サーバは FTP，telnet，SNMP のインタ

フェースを持ち，ネットワークノードに接続して転送テーブルを設定したり，ネット

ワークリソースやイベントに関する情報を受け取ったりすることができる．また，ネ

ットワークトポロジやトラヒックトランクの仕様などの運用情報を受信するためのオ

ペレータとのコマンドインターフェイスも備えている． 

 ここで，トラヒックトランク属性（図 2-5）は，トラヒックエンジニアリングにおけ

る制御単位であり，同一の属性を適用する（図に記載している推定使用帯域，優先順

位などの全ての属性が一致する）複数のフローを集約したものである[27]．  

 

Router Router Router Router

FTP, SNMP, telnet FTP, SNMP, telnet FTP, SNMP, telnet

→Forwarding Table←Forwarding Table

Command-IF

←Network event→Network event

Operator

DB

TE

Server

Network topology

Resource information

Traffic trunk

TE: Traffic engineering
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図 2-5．トラヒックトランク 

経路計算・管理は，標準で規定されたネットワークリソース属性とトラヒックトラ

ンク属性を元に，帯域の最大化，明示経路の包含，等の各種属性を満たす経路を計算

する． 経路設定は，経路計算後，経路上の各ネットワーク装置の転送テーブルに，

FTP，SNMP，telnet 等により，並列に設定を行う．ネットワーク装置に対する設定

情報は複数必要となるが，設定時間短縮のため 1 つのファイルにまとめて送信し，ネ

ットワーク装置が展開し指定された順に設定を行う． 

これにより，従来の分散型トラヒックエンジニアリングではネットワーク装置が

順々に経路を設定することに比べて高速に経路を設定できるため，遅延によるネット

ワークリソース割当競合が発生せず効率的にネットワークリソースを利用できる． 

実装したトラヒックエンジニアリングサーバの機能構成を図 2-6 に示す． 

 

フロー

トラヒックトランク
Assumed Traffic (推定使用帯域)
Priority (優先順位)
Explicit Route (明示経路)
Resource Class Affinity (リソースクラス親和度)
Preemption (リソース横取り)
Adaptivity (再最適化要否)
Resilence (迂回処理) 等



20 

 

 

図 2-6．トラヒックエンジニアリングサーバ機能構成 

 

１. 管理機能（Interface to operator） 

トラヒックエンジニアリングサーバにネットワーク固有情報（ルータ種別，ネット

ワークトポロジ，IP アドレス等のネットワーク構成情報）を設定するインタフェース

を提供する．ネットワークオペレータが本機能を利用してトラヒックエンジニアリン

グサーバの動作に必要な設定を行う． 

２. ルーチングポリシ管理機能（Routing policy management module） 

ネットワークのトラヒック交流状況，リンクの利用可能帯域の管理を行う． 

Interface to operator

Routing policy

repository

Network resource

repository

Path repository

Optimized path calculation 

module

Interface to network nodes

Failure area/point

location module

Routing policy management

module

Traffic engineering server

Router Router… …

Operator

module

repository
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３. 経路計算機能（Optimized path calculation module） 

トラヒック交流に基づき，ネットワーク構成情報，リンクの利用可能帯域を満たし

つつ，リンク帯域の利用効率を最大化する経路を計算する． 

４. 故障判定機能（Failure area/point location module） 

転送ノードからの故障情報に基づき，故障個所を特定し，ネットワーク構成情報を

更新する． 

５. 転送ノード制御機能（Interface to network nodes） 

転送ノードへ転送テーブルを設定するインタフェース機能を提供する．転送方式とし

ては，FTP，SNMP，telnet に対応する． 

６. リポジトリ（Routing policy，Network resource，Path repository） 

リポジトリは，TE サーバが保持すべき情報を格納する．TE サーバは，ルータ間の

ネットワーク接続帯域，接続状況であるネットワーク構成情報を格納するリポジトリ，

リンクの利用可能帯域などのネットワーク情報を格納するリポジトリ，計算した経路

情報を格納するリポジトリを持つ． 

2.7. 経路計算アルゴリズム 

2.7.1. 帯域ボトルネックの回避 

トラヒックをスムーズに転送するには，帯域ボトルネックを回避し，転送に必要な

帯域を確保した経路を計算する必要がある．そのような経路は，経路上のリンクにお

ける残帯域(帯域‐トラヒック)の最小値を比較し，これが最大である経路を選択する

ことで求められる． 

一方，本研究を行った 2000年代の経路計算方式（Dijkstra法）は，始点からの確定
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済の経路のリンク使用帯域の合計値を保持して計算を行い，経路上のリンク使用帯域

の合計値が最小の経路を選択するが，各リンクの使用帯域の偏りを考慮しないため，

経路が集中し残容量が少なくなるボトルネックリンクが発生する可能性がある．この

ため他のリンクの帯域が十分あるにもかかわらずトラヒック量が制限されることで，

リソース利用効率が低下する可能性がある．このようにボトルネックが発生した状況

を図 2-7 に示す．図において各リンクの帯域は同一とする． 

 

 

図 2-7．従来の経路計算の問題点 

 

 経路 Aは，経路 Bよりも残帯域の最小値が大きい．これは経路 Aには経路 Bにある

ボトルネックとなりうるリンクが少ないことを示す．帯域ボトルネックを回避するた

めには，path A のようにコストの最小値が最大となる経路を選択する必要がある．し

かしながら，従来の経路計算アルゴリズムは，残帯域の合計が最小となる経路を選択

する[28]．このため，経路 Bを選択することとなる． 

2.7.2. 経路計算アルゴリズムの提案 

この課題を解決するため，経路上の各リンク使用帯域の最大値を求めそれが最小の

経路を選択する経路計算方式を提案する．ボトルネックリンクを回避する経路を計算
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するため，リソース利用効率を向上させることが可能となる． 

経路計算は次のステップで行う． 

１. Dijkstra 法における経路探索において，始点からの確定済の経路のリンク使用帯

域の合計値を保持するのではなく，始点から確定済の経路のリンク使用帯域のう

ち最も大きい値を保持する． 

２. 保持した値が最も小さいノードについて，隣接ノードへのリンク使用帯域が最も

小さいリンクを経路に選択する． 

３. これを繰り返し，複数の経路候補のリンク使用帯域の最大値のうち，その値が最

も小さいリンク使用帯域を持つ経路を選択できる．これによりボトルネックを回

避する経路を計算する． 

 図 2-8 に経路計算アルゴリズムを示す． 

＜定義＞ 

G:計算対象となるネットワーク 

V:すべてのノードの集合 

U: v1 からの最適経路が求まったノードの集合 

v1：経路計算を開始するノード 

v_adj：ノード vの隣接ノード 

c_(v):v1 からノード vまでの経路上のリンクコストの最小値 

adj_(v):v1 から vまでのリンクコストの最小値を持つ vの隣接ノード 

w(v1,v2):リンク(v1,v2)のコスト 

＜経路計算アルゴリズム＞ 
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begin 

V: = ∀v∈G; 

U: = φ; 

c_(v1): = 0; 

c_(v): = infinity, for ∀v∈{G; except v1}; 

while U≠V do 

begin 

select v, which has min c_(v):v∈{V-U}; 

U:=U∪{v}; 

for ∀v_adj∈{V-U}, which has a link to v do 

begin 

c_(v_adj):=min{c_(v_adj),max{c_(v), w(v,v_adj)}}; 

 if c_(v_adj) < max{c_(v), w(v,v_adj)} 

adj_(v_adj):=v; 

endif 

end 

endfor 

end 

図 2-8．ボトルネックを回避する経路計算アルゴリズム 

図 2-8 を用いた具体的な経路計算のステップの例を図 2-9 に示す．この例では，

ノード v1 から v6 までの帯域ボトルネックを回避した経路を計算している．図中の表
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は計算中のパラメータ値を示している． 

図 2-9の計算のステップを説明する．アルゴリズムに基づき，Step1ではネットワ

ーク上のノードを Vに格納し， v1からノード vまでの経路上のリンクコストの最小

値 c_(v)には，発ノードである v1 の値を 0，他のノードは無限大と設定する． 

Step2では，v1 を計算対象に選定し，v1 の隣接ノードを v2と v3 であると求め，

c(v2)を v1-v2 間のリンクコストとしてリンクの使用帯域 6 と設定し，c(v3)には同様

に v1-v3 間のリンク使用帯域 2 と設定する．v1 から v までのリンクコストの最小値

を持つ vの隣接ルータ adj_(v)に，adj(v2)=v1，adj(v3)=v1と設定する．v1からの最

適経路が求まったノードの集合 U に，計算対象として選定した v1 を設定する． 

Step3では，Uに含まれておらず Vのみに含まれているノードのうち，c(v)が最小

である v3 を選択し，v3 の隣接ノードを v2 と v5 であると求め，c(v2)を v3-v2 間の

リンクコストとしてリンクの使用帯域 10と現在の設定の 6 を比較して少ない 6 のま

まで設定し，c(v5)には v3-v5 間のリンク使用帯域 10 を設定する．v1 から v までの

リンクコストの最小値を持つ v の隣接ノード adj_(v)には adj(v2)=v1 のままで設定

し，adj(v5)=v3と設定する．v1からの最適経路が求まったルータの集合 Uに，計算

対象として選定した v3を加える． 

Step4では，Uに含まれておらず Vのみに含まれているノードのうち，c(v)がもっ

とも大きいノード v2 を選択する．v2 の隣接ノードを v1 と v4 であると求め，c(v2)

を v2-v4 間のリンクコストとしてリンクの使用帯域 7 と現在の設定の 6 を比較して

少ない 6 のままで設定し，c(v4)には v2-v4 間のリンク使用帯域 7 を設定する．v1 か

ら v までのリンクコストの最小値を持つ v の隣接ノード adj_(v)に，adj(v2)=v1 のま

まで設定する．計算対象として選定した v2 を， v1 からの最適経路が求まったルー

タの集合 Uに加える． 

Step5では，Uに含まれておらず Vのみに含まれているノードのうち，c(v)がもっ
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とも大きいノード v4 を選択する．v4 の隣接ノードを v2 と v5 であると求め，c(v4)

を v4-v5 間のリンクコストとしてリンクの使用帯域 7 と現在の設定の 10 を比較して

少ない 7 のままで設定する．v1 から v までのリンクコストの最小値を持つ v の隣接

ノード adj_(v)に，adj(v4)=v2 のままで設定する．計算対象として選定した v4 を v1

からの最適経路が求まったルータの集合 Uに加える． 

Step6では，Uに含まれておらず Vのみに含まれているノードのうち，c(v)がもっ

とも大きいノード v5 を選択する．v5 の隣接ノードを v4 と v3 であると求め，c(v4)

を v3-v5 間のリンクコストとしてリンクの使用帯域 7 と現在の設定の 7 を比較して

同数のため 7 のままで設定する．v1 から v までのリンクコストの最小値を持つ v の

隣接ノード adj_(v)に，adj(v4)=v2 のままで設定する．計算対象として選定した v5

を， v1 からの最適経路が求まったルータの集合 U に加える． 

Step7 では，U に含まれておらず V のみに含まれているノードがなくなったため，

計算を終了する．求める経路は，adj_(v)をたどっていくことで求めることができる．

今回は v6-v1間のボトルネックを回避した経路選択のため，adj(v6)=v4，adj(v4)=v2，

adj(v2)=v1 から，v6-v4-v2-v1 の経路が選択された．この経路は pathA であり，

pathBよりもボトルネックが回避されている． 
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図 2-9．提案アルゴリズムによる経路計算例 

2.8. 経路アルゴリズムの評価 

一般的な経路計算アルゴリズムである Dijkstra と帯域ボトルネック回避アルゴリズ

ムそれぞれを用いて経路を計算し，トラヒック収容効率を比較評価した． 

比較においては，以下の通り，一般ユーザのトラヒック収容の効率性の評価，およ

び，企業ユーザのデータセンタトラヒック収容の効率性の評価，の２つの観点で評価

を行った． 

(1) 日本全国の一般ユーザによるトラヒック交流を想定した評価 

(2) 日本全国からデータセンタへのトラヒックを想定した評価 

2.8.1. 一般ユーザによるトラヒック交流を想定した評価 

 大規模ネットワークを想定した評価を行うため，日本全国の一般ユーザを収容する

通信キャリアのバックボーンネットワークを想定した評価ネットワークを作成した

[29]． 

＜ネットワーク構成＞ 

ネットワーク作成にあたっては，商用ネットワークに必要とされる以下の条件を満

たすよう，作成した． 

・保守性のためノードは階層構成とする 
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・経済性のため遠隔のノード間はリンクで接続しない 

・故障対策のためノード間は複数経路を設定可能とする 

・利用者数に応じてノードを配置する 

ネットワーク装置の接続形態は，トラヒックの効率的な収容を目的として階層構成

を採用し，ユーザを収容するネットワーク装置である Edge Node (EN)，EN 間のトラ

ヒックを中継する Core Node (CN)，CN 間のトラヒックを集約して中継する Signifi-

cant Core Node (SCN)の 3 種類のネットワーク装置を日本全国に配置し，トラヒック

の集約を行うことでリンク数を抑えたバックボーンネットワークを構築した． 

SCNは，地形を元に日本の東西南北にそれぞれ 1台ずつ設置した．SCN間のトラヒ

ックは，他のルータ間の Traffic よりも混雑する事が予想されるため，なるべくフルメ

ッシュにすることにした．また，各 SCNは，その子に複数の CNをもつものとした． 

CN は人口分布に従って配置した．CN-SCN 間のリンク故障，及び SCN 間の経路冗

長化を考慮し，同一 SCN 間の子 CN 同士はリンクで接続し，また，異なる SCN の子

CN 同士でも，地域的に隣接している CN は相互に接続した． 

ENは，人口分布に基づき，各 CNに 4つまで配置した．また，地理的に分散したリ

ンクでノード間の経路を複数設定し，災害などによりリンクが切断されても通信が継

続できるネットワーク構成とした． 

以上の考えに基づき，図 2-10 の通り，評価ネットワークを構成した．簡略化のため

EN の記載は省略している． 
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図 2-10．日本全国の一般ユーザによるトラヒック交流を想定した評価に用いた網構成 

 

＜トラヒック交流＞ 

EN 間のトラヒック交流モデルは，日本国内の電話網における通話量データ[30]を発

着信比率に用い，式(2-1)のように EN に接続するユーザのアクセスネットワーク帯域

からトラヒック量を算出した．このため，トラヒック量としては地域間の交流特性を

表している． 

𝐵(𝐸𝑁1,𝐸𝑁2) = 𝐾 × ∑ 𝑆𝑖𝑖=𝐸𝑁2接続ユーザ × 𝑊𝐷2 ×
𝑊𝑆1×∑ 𝑆𝑗𝑗=𝐸𝑁1接続ユーザ

∑ 𝑆𝑘𝑘=𝐸𝑁2以外の𝐸𝑁接続ユーザ

 

(2-1) 

B (EN1,EN2): ED1 から ED2へのトラヒック量 

Si: user i のアクセスネットワーク帯域 

K: 重み係数 

WD2: EN2への着信率 

WS1: EN1からの発信率 
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＜評価結果＞ 

各EN間を交流するトラヒックを印加し，従来方式（Dijkstra）と提案方式における

経路を計算し，リンク帯域の標準偏差と平均を評価した． 

1. リンク帯域の標準偏差 

リンク帯域の標準偏差はトラヒック量の分散度合いを表しており，少ない値である

ほど効果的にネットワーク全体にトラヒックが分散されていることを表す．図 2-11 に

各経路計算アルゴリズムが使用したリンク帯域の標準偏差を示す． 

評価の結果，Dijkstra が使用されたリンク帯域の標準偏差は，帯域ボトルネック回

避アルゴリズムの標準偏差と比べて，57.7Mbpsのトラヒック量を印加した時点でリン

ク帯域の利用上限に達し，それ以上の経路計算/帯域割り当てが出来なくなった．一方，

帯域ボトルネック回避アルゴリズムは，130Mbps のトラヒック量を印加した場合でも

リンク帯域の標準偏差は小さく，十分なリンク帯域があった．この結果から，帯域ボ

トルネック回避アルゴリズムは Dijkstra よりもトラヒックを分散してネットワーク上

に配置する経路を計算している． 

 

図 2-11．リンク帯域の標準偏差 
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2. リンク帯域の平均 

 リンク帯域はネットワーク全体のリンク帯域の利用効率の指標であり，少ない値で

あるほど，効果的にトラヒックがリンクに割り当てられていることを表す．図 2-12 に

各経路計算アルゴリズムが使用したリンク帯域の平均を示す． 

評価の結果，Dijkstra と帯域ボトルネック回避アルゴリズムが使用したリンク帯域

の平均は，トラヒック量が 57.7Mbps に達するまでは同一であったが，それ以上のト

ラヒック量においては，リンク帯域の利用上限に達し，それ以上の経路計算/帯域割り

当てが出来なくなった．一方，帯域ボトルネック回避アルゴリズムは，130Mbps のト

ラヒック量を印加した場合でも経路を計算することが出来た．この結果から，帯域ボ

トルネック回避アルゴリズムは Dijkstra と同等かそれ以上のリンク利用を行っている． 

 

図 2-12．リンク帯域の標準偏差 

2.8.2. データセンタへのトラヒックを想定した評価 

日本全国から１ヶ所のデータセンタに対するトラヒックを想定した評価を行った

[31]． 
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評価の前提条件は以下の通り． 

 クライアントサーバ型のトラヒックを想定する 

 クライアントとサーバはエッジルータの配下に配置される 

 クライアントを収容するエッジルータからサーバを収容するエッジルータへのト

ラヒック量はあらかじめ設定する 

 シミュレーション対象のネットワーク構成としては，日本列島の地理状況を踏ま

えた変形リングネットワーク（図 2-13）と，冗長性の高い２軸Ｘツリーネットワ

ーク（図 2-14）を想定する 

＜ネットワーク構成およびトラヒック量＞ 

 ネットワーク構成およびトラヒック量を図 2-13，図 2-14 に示す． 

 

 

図 2-13．変形リングネットワーク 
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図 2-14．２軸Ｘツリーネットワーク 

＜評価結果＞ 

シミュレーション結果を表 2-1 に示す．トラヒックの単位は Gbps である 

表 2-1．日本全国からデータセンタへのトラヒックを想定した評価結果 

 変形リング ２軸Ｘツリー 

提案手法 Dijkstra 提案手法 Dijkstra 

最大使用帯域 135 242 121 184 

合計使用帯域 1153 795 991 564 

平均使用帯域 50 35 30 17 

標準偏差 56 65 36 39 

11.55

[Gbps]

7.9 13.15

28.1

5.2519.3

30.3

10.6 12.3 10.5

ネットワーク構成

地理的配置
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 Dijkstra 法と比較して提案手法の方が最大使用帯域や標準偏差が小さい．これは，

提案手法がトラヒックをネットワーク内に分散しているためである．また，合計使用

帯域や平均使用帯域が大きいのは，提案手法が経路を分散した結果，Dijkstra 法より

も遠回りの経路を選択しているためである． 

 シミュレーションの結果から，Dijkstra 法よりも提案手法の方が経路を分散し，ネ

ットワーク内の各リンクにおける平均使用帯域を抑えることが確認できた．  

2.9. 経路設定方法の比較評価 

ネットワーク装置の経路制御機能を備えた MPLS エミュレータ（MPLS Work-

bench）を用いて，従来方式（RSVP-TE）とサーバ方式による経路設定時間を，ホッ

プ数および経路数の観点から比較評価した． 

 

＜検証環境＞ 

検証に当たって用いた装置は表 2-2 以下の通り． 

表 2-2．検証に用いた端末一覧 

No. 装置名 IPアドレス 概要 

1 トラヒックエンジ

ニアリングサーバ 

200.1.1.210 開発したトラヒックエンジニアリングサー

バ． 

2 MPLS Workbench 200.1.1.1 ～

40 

MPLS ルータの制御機構から構成される

MPLS エミュレータ． 

3 XebeoMS 200.1.1.201

-202 

MPLS エミュレータ制御用の Manage-

ment Server 

4 telnet 用端末 200.1.1.xxx トラヒックエンジニアリングサーバおよび

XebeoMSにリモートログインする端末．  

 

本検証に用いた端末のスペック一覧は以下の表 2-3の通り． 
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表 2-3．端末スペック一覧 

No. 装置名 OS CPU メモリ 

1 トラヒックエンジニア

リングサーバ 

RedHat Linux 7.2 Pentium4 3.06GHz 1GB 

2 MPLS Workbench XOS(R32821) PentiumIII 866MHz 30MB 

3 XebeoMS FreeBSD 4.1.1-

RELEASE 

PentiumII 450MHz 64MB 

4 telnet 用端末 WindowsXP Pro-

fessional 

PentiumIII 933MHz 256MB 

 
検証環境のネットワーク構成は以下の図 2-15の通り. 

 
 

 
図 2-15．検証環境のネットワーク構成 

 

＜検証項目＞ 

以下に検証項目概要を示す． 

検証項目１：ホップ数と設定時間 

LSR を直列に接続した網を構成し，ホップ数をパラメータとして RSVP-TE とトラ

ヒックエンジニアリングサーバによる１LSP設定時間を評価する． 

検証項目２：LSP数と設定時間 

LSR２台で構成された小規模な網において，LSP 数をパラメータとして RSVP-TE

とトラヒックエンジニアリングサーバによる LSP設定時間を評価する． 

tres+TRES+tres+

トラヒック
エンジニアリング

サーバ
tres+XebeoMS-1tres+XebeoMS-1 tres+

telnet用
端末tres+

telnet用
端末tres+XebeoMS-2tres+XebeoMS-2

200.1.1.210 200.1.1.201 200.1.1.202 200.1.1.xxx

Switching HUB

tres +WB -1tres +

MPLS
Workbench

1 tres +WB -2tres +2

200.1.1.1 200.1.1.2 200.1.1.40

．．．．

Switching HUB

MPLS
Workbench

MPLS
Workbench

40
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検証項目３：故障回復時間 

リンクダウンを意図的に発生させ，RSVP-TEとトラヒックエンジニアリングサーバ

方式の故障回復時間を測定する． 

検証項目４：CPU 負荷 

MPLS Workbench の CPU 負荷を計測し，LSP 設定に要する処理負荷について検証

する． 

上記の項目について，RSVP-TE方式，トラヒックエンジニアリングサーバ方式によ

る測定を行った．  

2.9.1. 検証項目 1：ホップ数と設定時間 

ホップ数の増加による LSP 設定時間への影響を明確化するため，MPLS ルータを直

線的に配置した直列網を構成し，ホップ数をパラメータとして LSP 設定時間を評価す

る． 

試験構成を図 2-16 に示す． 

 

 

図 2-16．検証項目１のトポロジ構成 

 

検証項目 1 では，ホップ数をパラメータとして試験をおこなうため，ホップ数変更

ごとにトポロジ構成を変更して試験をおこなう．最小 2 台，最大 40 台の MPLS ルー

タを直線的に接続した網構成とする． 

設定時間は，トラヒックジェネレータ（SmartBits）とトラヒックモニタリング装

 

1 2 3 n 

ホップ数 

LSR ノード番号 
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置（Sniffer）を使用し，LSP 設定時間を測定する．LSP 設定前にアクセス網の外側か

ら SmartBits によりデータを流し続け，他方のアクセス網でこのデータが到着するの

を Sniffer で観測し,最初にデータが到着した時間を導通時間とする．  

 

以下に Sniffer と SmartBits を含めた網構成図を図 2-17 に示す．  

 

 

図 2-17．ネットワーク構成（検証項目 1） 

(1) 試験条件 

 パラメータとなるホップ数の最小は 1，最大は 39 とする． 

 最小ホップから最大ホップまで 5 ホップ間隔で試験を実施する 

 1 試験あたり複数回の計測を行い，精度の高い測定値を採取する． 

(2) 試験手順 

試験手順は以下のとおりである． 

(1) 事前環境整備（MPLS Workbench への初期設定情報投入） 

(2) SmartBits によるデータ送信開始． 

(3) Sniffer によるキャプチャ開始． 

(4) 管理サーバからの LSP設定開始 ． 

(5) Sniffer と SmartBits（受信側）により，SmartBits（送信側）から送信されて

1 2 3 n

Sniffer

XebeoMS トラヒックエンジニアリングサーバ

管理網

Snifferを管理網とアク

セス網に接続する事

により，管理網を通る

telnetパケットと

SmartBits（送信側）か

らのパケットの両方を
観測する．

SmartBits

（送信側）

SmartBits

（受信側）
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きたデータを受信（パケットを受信することで LSPの導通性を確認する）． 

(3) 試験結果 

RSVP-TE方式における試験結果を表 2-4 に示す．  

表 2-4．RSVP-TE方式による試験結果 

イベント 

ホップ数 
telnet 開始時間(ms) commit 完了時間(ms) 導通時間(ms) 

ホップ数 1 0 1013 2658 

ホップ数 5 0 877 4221 

ホップ数 10 0 877 6106 

ホップ数 15 0 907 8182 

ホップ数 20 0 878 10053 

ホップ数 25 0 891 12180 

ホップ数 30 0 709 13930 

ホップ数 35 0 797 16019 

ホップ数 39 0 815 17647 

*試験結果は，試験計測回数 10 回の平均値． 

表 2-4 におけるイベントの意味は以下のとおりである． 

・telnet 開始時間 

XebeoMS から MPLS ルータへの telnet 開始時間．本試験では，双方向に LSP を設

定するため,両端の MPLS Workbench に対して telnet 接続をおこなう．このうち，早

い方の telnet 開始時間を 0 秒（基準時間）とする． 

・commit 完了時間 

XebeoMS から MPLS ルータへの commit コマンド完了時間．両端の MPLS Work-

bench のうち，遅い方の値を採用する． 

・導通時間 

SmartBits(送信側)が送信したデータを Snifferが最初に観測した時間とする． 
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表 2-4 をグラフ化したものを以下図 2-18 に示す． 

 

図 2-18．RSVP-TE方式における試験結果（検証項目１） 

 

 試験により以下の結果を得られた． 

(1)telnet 開始から commit 完了までは一定 

RSVP-TE 方式では， XebeoMS から MPLS Workbench に投入するコマンド数，制

御する MPLS ルータ数はホップ数に依存することなく一定であるため，telnet 開始か

ら commit 完了までは一定であった． 

(2)commit 完了から導通まではホップ数の増加に比例して上昇 

ホップ数の増加にともない導通までの時間が比例した． 

 

トラヒックエンジニアリングサーバにおける試験結果を表 2-5 に示す． 
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表 2-5．トラヒックエンジニアリングサーバ方式による試験結果 

イベント 

ホップ数 

telnet 開始 

時間(ms) 
ftp 開始時間 (ms) 導通時間(ms) 

ホップ数 1 0 1401 3148 

ホップ数 5 0 1327 3178 

ホップ数 10 0 1298 3375 

ホップ数 15 0 1334 4001 

ホップ数 20 0 1321 4207 

ホップ数 25 0 1314 4527 

ホップ数 30 0 1342 4735 

ホップ数 35 0 1349 4608 

ホップ数 39 0 1318 5275 

*試験結果は，試験計測回数 3 回の平均値． 

 

上記の表をグラフ化したものを図 2-19 に示す． 

 

図 2-19．トラヒックエンジニアリングサーバ方式における試験結果（検証項目１） 
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試験により以下の結果を得られた． 

(1) telnet 開始から ftp 開始までは一定 

ホップ数の増加とともに，トラヒックエンジニアリングサーバが制御する MPLS 

Workbench 数も増加するため，当初は telnet 開始から ftp 開始までの時間がホップ数

に比例して増加すると考えていたが，実際には全試験をとおしてほぼ同じ値であっ

た．これは，telnet開始から ftp開始までの処理が非常に軽く，ノード数が増えること

による並列処理に影響を与えないためと考えられる． 

(2) ホップ数に従い ftp開始から導通までの時間が上昇する傾向にある 

ホップ数の上昇に従い ftp 開始から導通までの時間が上昇する傾向にある．Sniffer

で取得したキャプチャファイルを解析した結果，並列処理により ftp転送にかかる時間

が増えていることがわかったが，試験手順上，全 MPLS Workbench が同一 ftp サーバ

に接続するため，これによる ftp 接続の負荷が原因と考えられる． 

＜試験結果の考察＞ 

RSVP-TE およびトラヒックエンジニアリングサーバによるホップ数に対する設定時

間の試験結果をまとめた図を図 2-20 に示す． 

 

図 2-20．ホップ数に対する設定時間 
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試験結果より，トラヒックエンジニアリングサーバ方式は，RSVP-TE方式と比較し

て，ホップ数増加の影響を受けにくいことが分かった．ホップ数が増えるにつれて，

RSVP-TE方式に比べて，トラヒックエンジニアリングサーバ方式の設定時間が短いこ

とがわかる． 

2.9.2. 検証項目 2：LSP 数と設定時間 

設定するLSP数の増加による全LSP設定時間への影響を明確化するために，RSVP-

TE 方式とトラヒックエンジニアリングサーバ方式の双方で検証を行い，比較検討す

る．試験構成を図 2-21 に示す． 

 

図 2-21．検証項目２のトポロジ構成 

 

LSP設定時間の測定方法は，検証項目 1 と同様である． 

以下に Sniffer と SmartBits を含めた網構成図を図 2-22 に示す． 
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(1) 試験条件 

 パラメータとなる設定 LSP数の最小は 1，最大は 496 とする． 

 最小 LSP数から最大 LSPまでは 30LSP 間隔で試験を実施する． 

 1 試験あたり複数回の計測を行い，精度の高い測定値を採取する． 

 

(2) 試験手順 

試験手順は検証項目１と同様である． 

 

(3) 試験結果 

RSVP-TE方式における試験結果を示す（表 2-6）． 

表 2-6 におけるイベントの意味は以下のとおりである． 

 

・telnet 開始時間，commit 完了時間，導通時間について 

試験項目１と同一である． 

 

・rsvp-msg送信開始時間 

RSVP Path Message パケット（以下，rsvp-msgと表記）の送信開始時間．図 2-22

の MPLS Workbench2から MPLS Workbench1 へ流れる複数の rsvp-msg のうちの，

最初の時間を採用する． 

 

・rsvp-resv受信完了時間 

RSVP Reservation パケット（以下，rsvp-resvと表記）の受信完了時間．rsvp-resv

パケットの受信完了時間を採用する． 
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表 2-6．RSVP-TE方式による試験結果 

イベント 

LSP数 

telnet 開始 

時間(ms) 

commit 完了 

時間(ms) 

rsvp-msg 送

信開始時間

(ms) 

rsvp-resv受信 

完了時間(ms) 
導通時間(ms) 

LSP数 1 0 772 2055 2253 2553 

LSP数 30 0 3689 4733 5103 5403 

LSP数 60 0 6789 7752 8236 8537 

LSP数 90 0 9809 10863 11646 11946 

LSP数 120 0 12829 13799 15072 15372 

LSP数 150 0 1583 16807 18307 18606 

LSP数 180 0 18840 19847 21568 21862 

LSP数 210 0 21870 22826 25088 25389 

LSP数 240 0 24861 25716 28303 28603 

LSP数 270 0 27909 28899 31646 31866 

LSP数 300 0 30980 31928 34814 35113 

LSP数 330 0 33528 34992 38393 38693 

LSP数 360 0 36087 38295 41838 42176 

LSP数 390 0 39074 40998 44810 45109 

LSP数 420 0 42021 44022 48343 48643 

LSP数 450 0 45065 47031 51594 51894 

LSP数 480 0 48133 49532 54804 55104 

LSP数 496 0 50148 51657 56510 56850 

*試験結果は，試験計測回数 10 回の平均値（LSP 数 1～300 の試験）． 

*試験結果は，試験計測回数 5 回の平均値（LSP 数 330～496 の試験）． 

 

表 2-6 をグラフ化したものを図 2-23 に示す．
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図 2-23．RSVP-TE方式における試験結果（検証項目２） 

 

試験により以下の結果を得られた． 

(1)telnet 開始から commit 完了までは LSP設定数に比例して上昇 

試験で採取したパケットを解析した結果，これは XebeoMS から MPLS Workbench

への，telnet による LSP 設定コマンド数に依存していることがわかった．RSVP-TE

方式において LSPを 1本設定する場合，XebeoMS から Ingress となる MPLS Work-

bench に対して 1 コマンド投入する．よって LSP設定数が 496 の場合，投入するコマ

ンド数は 496 コマンドとなる．パケット解析の結果，telnetログインに必要な時間が

約 500ms，XebeoMSによる 1 コマンド実行時間が約 100ms であることが分かり，実

行処理時間に比例していることが分かった ． 

 

(2)commit 完了から rsvp-msg送信開始までは一定 

commit 完了から約 1000ms 後に rsvp-msgの送信を始めていることが分かった． 
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(3)rsvp-msg送信開始から rsvp-resv受信完了までは LSP数に比例して上昇 

試験結果より，設定する LSP数に比例して rsvp パケットの交換に必要な時間が上

昇していることが分かった． 

 

(4)rsvp-resvから導通までは一定 

rsvp-resv受信完了から導通までは，全試験において一律約 300ms であることが分

かった． 

 

トラヒックエンジニアリングサーバにおける試験結果を表 2 -7 に示す．  

試験により以下の結果を得られた． 

 

(1)ftp 開始より ftp 完了までの時間は LSP数に比例して上昇 

LSP数が増える事により，MPLS Workbenchが ftpによる取得するコンフィグレー

ションファイルサイズが増えるため，それに伴ってファイル転送時間が増えていると

考えられる． 

 

(2)ftp 完了時間から導通までの時間も LSP数に比例して上昇 

これも(1)と同様に，受信したコンフィグレーションファイルのサイズの増大に比例

して，受信したコンフィグレーションファイルの構文解析，設定にかかる時間も増加

していると考えられる． 
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表 2-7．トラヒックエンジニアリングサーバ方式による試験結果 

イベント 

LSP数 

telnet 開始

（ms） 

ftp 開始 

（ms） 

ftp 完了 

（ms） 

導通 

（ms） 

LSP数 1 0 1408 1496 3154 

LSP数 30 0 1413 1913 3401 

LSP数 60 0 1409 2234 3848 

LSP数 90 0 1414 2515 4274 

LSP数 120 0 1415 2808 5255 

LSP数 150 0 1409 3093 5638 

LSP数 180 0 1408 3342 5952 

LSP数 210 0 1416 3573 7101 

LSP数 240 0 1411 3965 7461 

LSP数 270 0 1409 4229 7879 

LSP数 300 0 1414 4597 9021 

LSP数 330 0 1409 4830 9204 

LSP数 360 0 1408 5129 9596 

LSP数 390 0 1411 5464 9998 

LSP数 420 0 1416 5778 11209 

LSP数 450 0 1406 6068 11524 

LSP数 480 0 1414 6360 11955 

LSP数 496 0 1407 6488 12067 

*試験結果は，試験計測回数 3 回の平均値． 
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表 2-7 をグラフ化したものを図 2-24 に示す． 

 

図 2-24．トラヒックエンジニアリングサーバ方式における試験結果（検証項目２） 

＜試験結果の考察＞ 

RSVP-TE およびトラヒックエンジニアリングサーバによる LSP 導通時間の試験結
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上記の結果より，RSVP-TE 方式よりトラヒックエンジニアリングサーバ方式の設定

時間が短いことが分かった．サーバ方式は，経路上の各ネットワーク装置へ並列に設

定を行うため，順に設定を行う従来方式よりも経路設定時間が短いことが分かった． 

2.9.3. 検証項目 3：故障回復時間 

RSVP-TE方式，トラヒックエンジニアリングサーバ方式における故障迂回時間を測

定する．リストレーションによる迂回，プロテクションによる迂回，故障させるリン

ク箇所の変更など，さまざまな条件下で試験をおこなうことで，各々の特性について

考察する． 

試験構成を図 2-26 に示す． 

 

 

図 2-26．検証項目３のトポロジ構成 
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図 2-26 に示す正円網を使用した．図を簡略化しているため，28 台の MPLS Work-

bench により構成された図となっているが，実際には 40 台の MPLS Workbench によ

り構成された正円網を使用した． 

検証項目３では，SmartBits と Sniffer を使用し，故障時のパケット損失時間を測定

する．このパケット損失時間を故障時における迂回時間と判断する． 

Sniffer と SmartBits を含めた網構成図を図 2-27 に示す． 

 

 

図 2-27．ネットワーク構成（検証項目３） 
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(2) 試験手順 

試験手順は以下の通り． 

(1) 事前環境整備（MPLS Workbench への初期設定情報投入）． 

(2) 管理サーバより，事前に LSPを設定． 

(3) SmartBits によるデータ送信開始． 

(4) Sniffer によるキャプチャ開始． 

(5) 特定のリンクケーブルを MPLS Workbench のインタフェースから抜き，意図

的にリンクダウンを発生． 

(6) Snifferにより，データの再受信を確認（このデータ受信により，故障迂回が終

了したと判断）． 

 

(3) 試験結果 

今回の試験では，4 パタンについて検証をおこなった．試験概要，実施試験回数に

ついて表 2-8 に示す．試験結果を表 2-9 に示す．表 2-9 をグラフ化したものを図 2-28

に示す．試験により以下の結果を得られた． 

トラヒックエンジニアリングサーバ方式は，最小経路，中間経路の時間差がなく，安

定した時間で故障切り替えを行うことが出来る．あらかじめ用意したセカンダリパス

に切り替えるため，設定変更が必要なノード数，設定量が経路によって変わらないこ

とが理由であると考えられる． 

一方，RSVP-TE 方式のリストレーションは故障切り替えに要する時間がリンク ID

により異なり，トラヒックエンジニアリングサーバ方式よりも長い．リンク 147，

110，135 の迂回後のホップ数はそれぞれ 5，8，5 であり，ホップ数が長い分 LSP 導

通時間に時間が必要であると考える．RSVP-TE 方式のプロテクションでは，リンク

147 の迂回についてトラヒックエンジニアリングサーバ方式よりも長い時間がかかっ

ている．リンク 147 については受信側に近いリンク設定に要する時間が大きいことが

原因と考えられる． 
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表 2-8．試験概要一覧（検証項目３） 

 試験方式 試験概要 試験回数 

RSVP-TE方式 

（プロテクション） 

セカンダリ経路をあらかじめ設定し，故障検出時に

RSVP-TE プロトコルにより自律的に故障迂回をおこ

なう方式． 

10 

RSVP-TE方式 

（リストレーション） 

故障検出時にRSVP-TEにより代替経路の再計算をお

こない，動的に経路を切り替える方式． 
10 

トラヒックエンジニア

リング方式（プロテク

ション：最小経路） 

故障想定箇所を局所的に迂回するような最小迂回経

路をセカンダリパスとして設定し，トラヒックエン

ジニアリングサーバが当該ルータに直接セカンダリ

パスへの切り替えを指示する方式． 

5 

トラヒックエンジニア

リング方式（プロテク

ション：中間経路） 

遠回りとなる経路をセカンダリパスとして設定し，

トラヒックエンジニアリングサーバが当該ルータに

直接セカンダリパスへの切り替えを指示する方式． 

5 

 

表 2-9．検証結果（方式別故障迂回時間一覧） 

迂回方式 

リンク ID 

故障迂回時間（ms） 

RSVP-TE方式 

（プロテクショ

ン） 

RSVP-TE方式 

（リストレーショ

ン） 

トラヒックエンジ

ニアリング方式

（プロテクショ

ン，最小経路） 

トラヒックエンジ

ニアリング方式

（プロテクショ

ン，中間経路） 

147 1958 3946 1610 1539 

110 972 4845 1638 1476 

135 1109 3744 1641 1568 
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図 2-28．故障回復時間の試験結果（検証項目３） 

2.9.4. 検証項目 4：CPU 負荷 

RSVP-TE，トラヒックエンジニアリングサーバのそれぞれにおいて，LSP設定時の

MPLS Workbenchの CPU使用率を測定し，MPLSネットワークの LPS設定における

CPU 負荷について検証する．CPU 使用率測定対象プロセス一覧を表 2-10 に示す． 

表 2-10．CPU 使用率測定対象プロセス一覧 

対象プロセス 概要 

xsh telnet ログインセッションごとに起動するプロセス． 

cfgdb コンフィグレーションデータなどを MPLS Workbench のバッファ

領域に書き込む際の処理プロセス． 

netctl OSPF，LDP，RSVP-TEなどのプロトコル実装プロセス． 

hwsim ソフトウェア処理によるパケットフォワーディングを実現するプロ

セス．パケットフォワーディングのエミュレーションプロセス． 
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測定結果を図 2-29，図 2-30 に示す．CPU 負荷について，RSVP-TE 方式，トラヒ

ックエンジニアリングサーバ方式ともに，hwsim 以外の CPU 負荷が非常に小さい事

がわかった．hwsim による処理は本検証項目で使用した MPLS Workbench 独自の処

理であり，エミュレータでは無い実際の MPLS ルータでは行われない処理であるた

め，この値が高いことに問題はない．一方，その他のプロセスの CPU使用率は非常に

小さく，RSVP-TE 方式，トラヒックエンジニアリングサーバ方式ともに 1%程度の

CPU使用率である．このことから，双方の方式においてMPLS WorkbenchのCPUへ

の負荷はほとんどないと考えられる．本検証は 2000年代に行っており，現在はMPLS

ルータの性能が向上しているが，LSP設定処理におけるCPU負荷への影響は少ないこ

とから，CPU 処理性能の向上による処理時間への影響は少なく，当時の検証結果は現

在でも同様になると想定される．  

 

 

図 2-29．RSVP-TE 方式における MPLS Workbench の CPU 使用率（検証項目４） 
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図 2-30．トラヒックエンジアリングサーバ方式における MPLS Workbench の CPU

使用率（検証項目４） 

2.10. まとめ 

本章では，サーバ型トラヒックエンジニアリング方式を提案した．ネットワーク全

体の帯域とトラヒック配置を一元管理し，効率的な計算アルゴリズムを採用すること

により，従来の分散方式に比べ，トラヒック収容効率の向上，経路設定時間の短縮化

を可能とした． 

経路計算方式をシミュレーションにより評価した結果，提案する帯域ボトルネック

を回避する経路計算アルゴリズムは，従来の計算アルゴリズムよりもリンクに割り当

てた帯域の標準偏差，平均が少ないため，ネットワーク帯域を効率的に使用できた． 

経路設定時間をエミュレータにより評価した結果，サーバ型による経路設定時間は，

分散型の経路設定時間よりも短く，故障回復時間も短く，ホップ数および経路数にあ

まり依存しない経路が多い大規模ネットワークにおいても高速な経路設定が可能であ

った． 
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 また，本検証は 2000 年代に行ったものであり，現在は MPLS ルータの性能が向上

しているが，LSP 設定処理における CPU 負荷への影響は少ないことから，CPU 処理

性能の向上による処理時間への影響は少なく，当時の検証結果は現在でも同様になる

と想定される． 

これらにより，提案するサーバ型トラヒックエンジニアリング方式は，現在におい

ても大規模なネットワークにおいてネットワークリソースを効率よく制御するために

有効な方法であり，通信キャリアのバックボーンネットワークにおいて有効に活用で

きると考える． 
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3. マルチキャスト経路管理によるリソ

ース利用効率化 

3.1. 背景 

 多数のユーザに対し効率的に情報を配信する技術として，IP マルチキャストが活用

されている．映像や音声のコーディング技術の発展と端末でのエンコード・デコード

処理技術の進展により，テレビ会議やインターネット放送など，多対多や１対多のリ

アルタイム通信を IP ネットワーク上で行うことが一般的になっている．ユニキャスト

通信を用いて多地点へトラヒックを配信する場合，サーバもしくは端末にて配信先数

分のトラヒックを生成し，ネットワーク上の各転送ノードがトラヒックを転送しなけ

ればならず，利用数が増えるにつれてバックボーンネットワークの帯域を圧迫する．

一方，マルチキャスト通信を用いて多地点へトラヒックを配信する場合は，１つのト

ラヒックを受信端末になるべく近い転送ノードにてコピーすることで，多数の端末へ

配信を行う技術であるため，送信サーバ・端末や転送ノードに負荷をかけず，スケー

ラビリティが高いメリットがある． 

 しかし，標準化された IP マルチキャストアーキテクチャは，マルチキャストグルー

プに対して自由にデータを送信/受信できるため，ネットワークはユーザに対し，無関

係の第三者による送信や受信を防いだマルチキャストサービスを提供できない．この

ため，スケーラブルに他地点配信を行うことの出来るマルチキャストをビジネスに用

いることが出来ない問題がある． 
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3.2. 従来方式の課題 

現在使用されている IP マルチキャストルーチングプロトコルは，受信要求を行う 

IGMP[32]とマルチキャストパケットのルーチングを行う PIM-SM[33]等がある．これ

らのプロトコルにより，各転送ノードが受信要求情報とマルチキャストルーチング情

報を交換し，分散的にマルチキャストパケットの転送を行う（図 3-1）． 

 

図 3-1．分散型マルチキャストシステム 

しかしながら，いずれのプロトコルにも，ユーザを認証する機構は存在せず，任意

のユーザが任意のマルチキャストグループに対し送信/受信が可能である．しかし，ユ

ーザがビジネスとしてマルチキャスト通信を利用するには，マルチキャストグループ

のジャック（不正送信）や，盗み聞き（不正受信）が発生しないマルチキャスト通信

が必要となる．ゆえに，送信者保護（送信者を特定し第三者からの送信を防ぐ），受信

者制限（受信者を特定し第三者の受信を防ぐ）を提供するマルチキャストサービスが

必要となる（図 3-2）． 
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図 3-2．マルチキャスト領域の分類 

図 3-2 にユーザの種別（送信者／受信者，特定／不特定）によりマルチキャストサ

ービス領域を分類し，マルチキャストアプリケーションをビジネス用途で利用するた

めに要求される領域を示す．要求領域をカバーする新たなマルチキャストサービスの

提供が必要である． 

IPマルチキャストにおいて送信者保護/受信者制限を行う方法として， 

（１）マルチキャストグループの送受信者をネットワークに登録し特定のユーザ間

でマルチキャスト通信を行うよう経路制御する方法 

（２）パケットを暗号化し特定のユーザのみが解読する方法 

が考えられる．（２）の方法は，ユーザにとっては端末の処理能力が要求され，一方，

ネットワークにとっては不要トラヒックによる混雑は解消されないという問題がある．

そこで本研究では（１）の方式を検討する． 

3.3. 提案方式 

送信者保護／受信者制限を行うには，（１）送信者保護／受信者制限に必要な情報の

把握，と，この情報に基づいた（２）受信要求の認証，不正送信の防止，の２つの機
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能を実装する必要がある．本研究では，ユーザの認証を行い，マルチキャスト配信を

管理するサーバ型マルチキャスト管理システムを提案した[34][35]．本研究が対象とす

るネットワークは，自律分散型でルーチングを行うインターネットなどのネットワー

クではなく，サーバ型で集中管理を行うキャリアのバックボーンネットワークであり，

マルチキャスト通信を用いた他地点配信サービスをビジネス展開する場合を対象とし

ている．提案システムの構成図を図 3-3 に示す．  

 

 

図 3-3．サーバ型マルチキャストシステム 

 

マルチキャストルートサーバ（MCRS）が，標準的なマルチキャストプロトコルで

ある IGMP を終端する機能を持ち，ユーザ認証，トラヒック情報，経路情報を管理し，

ユーザ契約やリソース利用状況に基づいたバックボーンネットワークの経路制御を実

施する．MCRSが IGMPによる受信要求に含まれる IPアドレスや回線 IDによってユ

ーザを識別し，許可されたユーザのみがマルチキャストグループへ送信できるように

制御を行う．これにより，未許可のユーザがマルチキャストグループへ配信すること

を防止できる．また，ユーザ契約に基づく送信可否の管理や課金が可能となる．マル
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チキャストサービスディレクトリサーバ（MC-SDS）は，ユーザの要求を受け付けて，

MCRS と連携し，マルチキャストグループと送受信可能なユーザの管理を行うことが

可能となる．既存のプロトコルを改変することなく，ユーザ契約やリソース利用状況

に基づいたマルチキャスト経路配信管理を一元的に行うことが可能となる． 

 具体的な動作の流れを図 3-4 に示す． 

 

図 3-4．サーバ型マルチキャストシステムの動作 

 図 3-4 では，企業 A，B，C，D のネットワークが異なるエッジノード（EN）に接

続されている．企業 A，B，C は送受信者制限が行われているマルチキャストグループ

に参加し，企業 D は参加権限を持たず送受信が出来ないものとする．各企業ネットワ

ークのボーダルータ（R）は IGMP Proxy 機能を備えており，各企業ネットワーク内

の端末は IGMP を用いて受信要求を MCRS-User へ送信することが可能である．この 

状況において，企業 A，B，C のネットワーク間でテレビ会議を行う場合の動作は以下

の通り． 

(1) 初期設定

(2) マルチキャストグループ設定

(3)送受信可能
アドレス設定

(4)受信要求

(5)受信
要求

(6)経路設定

(7)マルチキャスト送信
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１. 初期設定として，TV会議の管理者は，MC-SDSに，マルチキャストグループへ送

受信できる企業 A，B，Cの IPアドレスを登録する． 

２. マルチキャストグループ設定として，MC-SDS は MCRS-BB へマルチキャストグ

ループに送受信できる IP アドレスを通知する．MCRS-BB はマルチキャストグル

ープが利用する IP マルチキャストアドレスを割り当て，マルチキャストグループ

と送受信可能な IP アドレスの組み合わせを MCRS-User へ設定する． 

３. 送受信可能アドレス設定として，MCRS-User は EN へ送受信可能な IP アドレス

の組み合わせを設定する． 

４. 受信要求として，企業 A，B，C のネットワークの端末からボーダールータに対し，

IGMP を用いて受信要求を行う．ボーダールータは IGMP Proxy 機能を用いて受

信要求を EN へ送信する．EN は登録情報に基づいて受信要求に含まれる Source 

IP アドレスを認証し，MCRS-User から設定された送受信可能な IP アドレスを照

合する．一致している場合は，受信要求を MCRS-User へ送信する． 

５. 受信要求として，MCRS-User は，EN から送信された受信要求に含まれるマルチ

キャストアドレスと IP アドレスを，登録されている組み合わせと照合する．登録

されていれば，マルチキャストアドレスに対する初めての受信要求であれば，受

信要求を MCRS-BB へ送信する．２回目以降の受信要求であれば，MCRS-BB へ

受信要求を送信せず，マルチキャストアドレスに対する受信要求数をインクリメ

ントする． 

６. 経路設定として，MCRS-BB は，受信要求を受け取った後，ネットワークにおけ

るマルチキャスト経路を計算し，企業 A，B，C を収容する EN とそれらを接続す

る CN へルーチングテーブルを設定する． 

７. マルチキャスト送信として，企業 A のネットワークからマルチキャストグループ

に対し，マルチキャストパケットを送信すると，MCRS-BB からの設定に基づき，
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EN，CN はマルチキャストパケットを受信，コピーして企業 B，C のネットワー

クへ送信する．なお，企業Dのネットワークから受信要求があったとしても，EN

にて受信要求は拒否され，ルーチングテーブルが設定されないため，送信者制限

がかかることとなる．マルチキャストグループからの離脱時は，同様に IGMP メ

ッセージを EN へ送信し，MCRS-BB がマルチキャスト経路を再計算し設定を行

う．なお，企業 D のユーザが企業 B や C の IP アドレスを詐称しても，マルチキ

ャストパケットを送信できない． 

本研究が対象とするキャリアのバックボーンネットワークにおいては，キャリアか

らユーザに IPアドレスが払い出されており，キャリアにおいては回線 IDと IPアドレ

スの紐付け管理を行っている．そのため，EN にて払い出し以外の IP アドレスからの

送信は拒否することが可能である．そのため，企業 D のユーザが企業 B や C の IP ア

ドレスを詐称してマルチキャストパケットを送信したとしても，ENにて回線 IDと IP

アドレス違いを判断することが出来るため，送信者制限が可能である．  

3.4. 提案方式の課題 

MCRS はユーザ受信要求を集中管理するため，処理負荷が集中する課題がある．イ

ベントなど受信要求が時間的に集中し処理負荷が増大したり，バックボーンネットワ

ークの拡大に応じて処理負荷が増大したりする．処理負荷の集中を改善するため，

MCRS を，受信要求を集約する MCRS-User と全体制御を行う MCRS-BB に分割する

（図 3-5）．MCRS-User が EN 単位に受信要求を集約して MCRS-BB へ送信する．こ

れにより，MCRS が直接ユーザからの要求を受け付ける方式に比べて，MCRS-BB へ

の受信要求を削減することができるため，処理負荷に応じて適切に MCRS-BB と 

MCRS-User を配置することで，大規模なバックボーンネットワークにおいても，提

案するビジネス向けマルチキャスト技術を適用可能となる． 
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図 3-5．MCRS の分割 

 

3.5. 提案方式の設備設計 

提案方式を大規模なネットワークに適用するには，ユーザの利用状況における処理

負荷を見積もり，適切な設備設計を行って，MCRS-BB と MCRS-User の配置を行う

必要がある．設備設計を行うために処理負荷となるユーザ受信要求の頻度を計算す

る． 

ユーザを収容するボーダールータ（BR）からのマルチキャストグループへの参加と

離脱が図 3-6 の確率で状態遷移するとモデル化する． 

 

図 3-6．ユーザの参加離脱の状態遷移モデル 

 

ユーザから MCRS-Userへのマルチキャスト受信要求頻度，MCRS-Userから

MCRS-BBへの受信要求頻度を図 3-7 に定義する． 
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𝑆𝑢:MCRS-User への BRからの受信要求頻度 

𝑆𝑏:MCRS-BBへの MCRS-User からの受信要求頻度 

N:MCRS-User に接続する BR数 

M:MCRS-BBに接続する MCRS-User数 

 

図 3-7．ユーザのマルチキャスト受信要求頻度 

 

マルチキャストグループにおける平均視聴時間をL=1/μ，視聴率をV=λ/(λ+μ)とする

と，MCRS-User および MCRS-BB へのマルチキャスト受信要求頻度は式(3-1)のよう

に計算できる． 

 

𝑺𝒖 =
𝟐𝑵𝑽

𝑳
, 𝑺𝒃 =

𝟐𝑴𝑵𝑽

𝑳
(𝟏 − 𝑽)𝑵−𝟏   (3-1) 

 

実際の利用環境では，各マルチキャストグループはその特性ごとに平均視聴率は異

なる．マルチキャストグループが G 種類ある際の各マルチキャストグループ𝑖の視聴率

𝑉𝑖がZipの法則に従うと仮定し，マルチキャストグループにおいて実際に視聴するユー

ザの割合をα(0≤α≤1)とすると式(3-2)のように計算できる．  

 

𝑽𝒊 =
𝑪𝜶

𝒊
, 𝒘𝒉𝒆𝒓𝒆 𝑪 = 𝟏 ∑

𝟏

𝒊

𝑮
𝒊=𝟏⁄   (3-2) 
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各マルチキャストグループの視聴率が独立していると仮定すると，式(3-1)と式(3-2)

より，G 種類ある全てのマルチキャストグループからの MCRS-User への BR からの

受信要求頻度𝑆𝑢𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙は式(3-3)のように計算できる． 

 

𝑺𝒖𝒕𝒐𝒕𝒂𝒍 = ∑
𝟐𝑵𝑽𝒊

𝑳
=

𝟐𝑵

𝑳
∑ 𝑽𝒊 =

𝟐𝑵

𝑳
𝜶          𝑮

𝒊=𝟏
𝑮
𝒊=𝟏  (3-3) 

 

式(3-3)より，ユーザ数およびマルチキャスト視聴率/視聴時間に応じた適切な設備設

計が可能となる． 

計算例を示す．短時間と長時間の視聴が混在する場合として，平均視聴時間 L=10，

L=1000 の 2 つのマルチキャストグループが 1:99 の割合で混在する環境における

𝑆𝑢𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙は式(3-4)のように計算できる． 

 

𝑺𝒖𝒕𝒐𝒕𝒂𝒍 = (𝐒𝐮𝐭𝐨𝐭𝐚𝐥{𝐋 = 𝟏𝟎} × 𝟎. 𝟎𝟏 + 𝐒𝐮𝐭𝐨𝐭𝐚𝐥{𝐋 = 𝟏𝟎𝟎𝟎} × 𝟎. 𝟗𝟗) 

= 𝟑. 𝟗𝟖 × 𝟏𝟎−𝟑𝐍𝛂           (3-4) 

2000年代のサーバ能力では，MCRS-User1台の受信要求処理能力は 20Hzと想定し

ていた．この場合 1 台の MCRS-User で処理できるユーザ数と実利用者の比率はNα =

20 3.98 × 10−3 =⁄ 5025となる．実利用者の比率ごとに 1 台当り処理可能なユーザ数を 

表 3-1 に示す．これにより利用状況に応じて MCRS-User の設備数を決定可能とな

る． 

表 3-1．MCRS-User1 台が収容可能なユーザ数 

実利用者比率(α) ユーザ数(N) 設備設計例 

0.05 100,480 10 万規模の中小都市に 1 台 

0.1 50,240 10 万規模の中小都市に 2 台 

0.2 25,120 10 万規模の中小都市に 4 台 
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本論文執筆時では，2000 年代と比較して CPUクロック数の増加は 10倍以上となっ

ており[36]，処理可能なユーザ数も 10 倍以上と見積もられる．現在はコンピューティ

ングの仮想化によりマルチキャスト利用状況に応じたコンピューティングリソースの

動的な割当が可能である．本研究の成果を活用し，ユーザ利用状況を基に自動的にリ

ソース割当を行うオペレーションも可能である．アプリケーションとネットワークを

連動した品質制御が求められているため，利便性がより高まることにより，利用者数

が増加することが想定される．本論文の想定よりも利用者が増加する場合は，αの値

を多くするように見直して，設備設計に活用することが必要となる． 

3.6. まとめ 

本節では，サーバ型マルチキャスト管理システムを提案した．マルチキャストルー

トサーバ（MCRS）が，ユーザ認証，トラヒック情報，経路情報を管理し，バックボ

ーンネットワークの経路制御を実施する．ユーザを識別して送信制限を行うため，通

信の乗っ取りを防止し，ユーザ契約に基づく送信可否の管理や課金が可能となる．設

備設計に必要な値の導出を行い，利用状況に応じたシステムリソースの導出を可能と

し，効率的な運用を可能とした． 
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4. オンデマンドフロー管理によるリソ

ース利用効率化 

4.1. 背景 

イントラネット，エクストラネットの普及に伴い，企業における IP アプリケーショ

ンの利用が進んでいる．これらのネットワークにおいて，一般的な IP アプリケーショ

ンである電子メールやウェブブラウザばかりでなく，グループウェアや社内システム

等の業務アプリケーション，内線電話や社内放送などのVoIP/ストリームアプリケーシ

ョンも同時に用いられる傾向にある．また，リモートワークが急速に普及しており，

バックボーンネットワークにおける IP ストリーミングアプリケーションにおいて，ビ

デオ会議システムなど双方向通信が拡大している． 

双方向のリアルタイムストリーミングは，音声や動画の品質劣化がユーザに意識さ

れやすいため，体感品質を保つには通信遅延や揺らぎを一定以下にする必要がある．

一方で，バックボーンネットワークには電子メールやウェブなどのリアルタイム性を

要求しない通信など様々な種類のトラヒックが混在しており，一律の遅延制御は難し

い． 

様々なトラヒックが混在するネットワークにおいて，上記の重要アプリケーション

フローの通信品質を選択的に優先制御するため，アプリケーションフロー毎の優先/非

優先制御を行う品質制御装置(Packet Shaper[37]等)の導入が進んでいる．これらの品

質制御装置は，アプリケーションフローを認識し，フロー毎にあらかじめ設定された

品質制御を行う．これにより，重要アプリケーションのレスポンス向上や，むやみな

通信回線増強の回避を図ることが出来る． 
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しかし，これらの装置を運用する場合，設定の容易性，設定の連携性，設定の即応

性，が求められる．本研究を行った 2000年代は，フロー毎の優先／非優先制御を行う

通信品質制御装置が活用されていたが，企業網内など特定のネットワーク範囲におい

て，あらかじめ設定された品質制御を行うものであり，幅広いユーザ通信需要をオン

デマンドに対応していなかった．バックボーンネットワークにおける通信品質の確保

やネットワークリソースの利用を効率化するためには，一般ユーザの通信要求を把握

し，通信品質制御を一元的に管理して，リアルタイムストリーミングを選択的に優先

するフロー管理技術が必要となる（図 4-1）． 

 

図 4-1．通信品質の多様化 

4.2. 問題点と課題 

 本研究を行った 2000年代においては，市販の品質制御装置の設定や運用は，内蔵の

コマンドライン/Web インタフェースを用いて行っていた．また，専用オペレーティン

グソフトウェアを介して装置を設定する場合もあった．これらの方法には，次の問題

がある． 
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1. 設定の容易性 

市販の品質制御装置の設定は，実トラヒック測定値を元に行っている．そのため，

トラヒックの変動によって設定値が不適切になる可能性がある．このため，市販の品

質制御装置あるいは専用オペレーティングソフトウェアには，トラヒックレポートや

ネットワーク利用率を出力する機能が設けられており，このデータを基にオペレータ

がフロー利用状況を推定し，設定と測定の繰り返しによって，最適な設定値を割り出

すことも行われていた．  

しかし，ユーザの利用状況により変動するトラヒックの予測は困難であり，短期間

での設定値の割り出しは非常に困難である．また，トラヒック状況の分析にはデータ

の蓄積が必要であるが，ネットワークの利用状況は刻々と変化するため，蓄積によっ

ても最適な設定値を見出すことが困難である．さらに，設定値を最適にするには，設

定と測定を繰り返してチューニングする必要があるが，オペレータの運用稼動が大き

く，かつ利用状況変動時の即応性に欠ける，という問題がある． 

これらの問題を解決するには，各ユーザの利用要求に基づいた設定を行う仕組みが

必要である． 

2. 設定の連携性 

同一の運用ポリシに基づき管理されるネットワークに複数の品質制御装置を設置す

る場合，1 つのフローが複数の装置を通過する可能性がある．そのため，装置間の設

定を連携させないと，意図しないフロー廃棄が発生する問題がある．フロー廃棄を防

ぐために，フローを意識した連携設定が必要である． 

しかし，市販の品質制御装置の設定は，個々の装置が持つコマンドラインインタフ

ェースあるいは Web インタフェースを用いて，オペレータが個々の装置毎に行う．ま

た，市販の専用オペレーティングソフトウェアを用いた場合，1 つのソフトウェアで

同時に複数の品質制御装置を管理することも可能であるが，設定は装置単位であり，
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フロー単位ではない．このため，1 つのフローが通過する複数の品質制御装置を連携

して設定するには，オペレータが，フローの通過する品質制御装置を手作業でリスト

アップして設定しなければならず，運用稼動の増大や設定ミスの可能性を排除できな

いという問題がある． 

これらの問題を解決するには，ネットワーク構成，経路，フロー属性を一元的に管

理し，フロー単位で複数の品質制御装置を管理，設定する仕組みが必要である． 

3. 設定の即応性 

品質制御装置の設定は，内蔵のコマンドライン/Web インタフェースもしくは専用オ

ペレーティングソフトウェアを介して行っている．いずれの方法も，全てのフロー設

定を同一ユーザが行えるといったシングルユーザの概念で設計されているため，セキ

ュリティの観点から，個々の一般ユーザが品質制御装置の設定を行うことはできない．

このため，一般ユーザのフロー設定要求はオペレータが受け付け，帯域の割り振りを

行い，必要な装置に設定することとなり，オペレータの運用稼動が大きいという問題

がある．さらに，ユーザの要求にオンデマンドで対応できないため，即応性にかけ，

効率的な帯域利用が出来なくなる問題がある． 

これらの問題を解決するには，オペレーティングにマルチユーザの概念を導入し，

個々の一般ユーザが，自分が設定できるフローや帯域の範囲内で，必要なときに帯域

を増大／減少させる仕組みが必要である．   

4.3. 提案方式 

 この課題を解決するため，本研究では，ユーザの通信品質要求をオンデマンドで受

け付け，要求に基づいてバックボーンネットワーク上に配置された複数の品質制御装

置を一元的に管理，設定するポリシ階層型オンデマンドフロー管理システムを提案す

る[38][39]． 提案方式は，ネットワークの各拠点に設置された品質制御装置（Quality 
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control device）と，バックボーンネットワークに設置したオンデマンドフロー管理シ

ステム（On-demand flow management system）により構成される（図 4-2）． 

 

 

図 4-2．オンデマンドフロー管理システム 

4.4. 制御動作 

本方式において，フローは次のように制御される． 

1. 初期設定 

オペレータは，サービス開始前に，サーバに対し，品質制御装置の配置情報などを

含むネットワーク構成情報，経路情報，帯域情報，を入力する．また，ネットワーク

回線の帯域情などを含むリンク帯域情報を入力する．さらに，各ユーザのポリシ情報

（契約情報など）を入力する． 

2. フロー設定要求 

ユーザは，フローが必要なとき，あるいは今後必要になると判断したときに，サー
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バへフロー情報と要求品質を入力し，フロー設定要求を行う．サーバは，ユーザの要

求情報を聞き，リンク帯域情報とユーザの要求帯域を確認して超過しなければ，ユー

ザのフロー設定要求を許可できると判断した場合，サーバは要求を受け入れて，フロ

ー情報を設定する． 

3. フロー設定 

サーバは，フロー開始時間になると，当該フローが経由する品質制御装置に対し，

ユーザが入力したフロー情報を設定し，フロー制御が可能となる． 

4.5. システム構成 

 本研究において，オンデマンドフロー管理システムを実装した．実装においては，

図 4-3 のように，複数の機能部とリポジトリから構成した． 

 

 

図 4-3．オンデマンドフロー管理システム構成 

 

システム動作の流れを，機能部とリポジトリの観点から述べる． 

オペレータがオンデマンドフロー管理システムに対し，オペレーション受付部を介

して，ユーザ情報，リソース情報，ポリシ情報を入力し，オンデマンドフロー管理シ
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ステムはそれらの情報をそれぞれのリポジトリに格納する．次に，ユーザがオンデマ

ンドフロー管理システムに対し，フロー設定受付部を介して，フロー要求を行う．オ

ンデマンドフロー管理システムは，ユーザ情報，ポリシ情報を参照して，当該ユーザ

が当該フローを要求できるかどうか判断する．さらに，リソース情報を参照して，通

過するリンクが当該フローの帯域を収容できるかどうか判断する．フロー要求が受け

付け可能な場合，オンデマンドフロー管理システムはユーザに利用可能と伝え，リソ

ース情報，フロー要求情報に当該フローの情報を追加する．オンデマンドフロー管理

システムのスケジューラはフロー要求情報を参照し，利用開始時間を迎えたフロー設

定を，通過する品質制御装置に行う．品質制御装置は，フロー設定に従い，フローの

帯域を制御する． 

4.6. 特徴 

提案するオンデマンドフロー管理システムは次の特徴を持つ． 

1. ユーザ要求に基づくフロー管理 

本研究を行った 2000年代においては，オペレーティングソフトウェア等では，実ト

ラヒック情報やオフラインでの一般ユーザの要求を元にオペレータがフロー設定を行

っていた．オンデマンドフロー管理システムは，一般ユーザのフロー設定要求を Web

インタフェースによりオンデマンドで受け付け，設定する．このため，要求をリアル

タイムに品質制御装置の設定に反映できるほか，一般ユーザのフロー設定要求を蓄積

し，ネットワークの利用傾向を把握して設備設計や自動的な制御に活用することが可

能となる． 

2. フロー単位のオペレーション 

本研究を行った 2000年代において行われていた品質制御装置単位のオペレーション

と異なり，フロー単位のオペレーションシステムでは，ネットワークのリソースを一
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元管理し，フロー単位でオペレーションを行う．ユーザのフロー設定要求を基に，フ

ロー経路上の各リンクおよび品質制御装置の帯域を論理的に管理・予約し，フロー設

定開始時間に，経路上の複数の品質制御装置を同時に設定する．これにより，フロー

単位で帯域の確保を行い，設定の同期により経路上の帯域を確保し，品質低下を抑止

することが出来る． 

3. マルチユーザ管理 

本研究を行った 2000年代において行われていたシングルユーザモデルのオペレーテ

ィングソフトウェアと異なり，本システムはオペレータから一般ユーザまで，権限の 

異なる 4 種類のユーザを設ける（）．ユーザを複数種類設置し，権限を分割することで，

運用稼動の分散が可能となる． 

マルチユーザ管理機能により，キャリアのネットワークオペレータが，オンデマン

ドフロー管理システムを通して，これまで出来なかった一般ユーザの品質要求を受け

付けることが可能となっている（表 4-1）．ユーザ要求を直接受け付けてフロー管理が

可能となるため，オペレータ経由での設定に比べて，よりリアルタイムにユーザ要求

を受け付けて品質制御装置へ設定できる． 

 

図 4-4．マルチユーザ管理 
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表 4-1．ユーザ一覧 

 ユーザ種別 ユーザ概要 

1 オペレータ 本システムの運用を行う．ネットワーク構成情報，経路

情報，リンク情報などの基本的ネットワーク構成情報の

管理設定を行う．通信キャリアオペレータが務める． 

2 管理者ユーザ 本システムにおけるフロー利用形態やポリシの設定など

を行う．ユーザのネットワーク管理者が務める． 

3 特別ユーザ 管理者ユーザが務める運用の一部を代行する．管理者ユ

ーザが設定した制限の下，フロー利用形態の設定や一般

ユーザの生成削除を行う． 

4 一般ユーザ 本システムへフロー設定要求を行い，フロー品質を利用

する．利用したいフローの発着 IP アドレス，ポート番

号，帯域，必要日時等を入力し，フロー設定要求を行

う． 

 

4. ポリシの階層化 

本システムでは，各ユーザ種別にて実行可能なフロー管理設定を階層化し，4 種類の

ポリシを設ける（ 

表 4-2）．それぞれのポリシはユーザの役割毎に分類されており，下位ポリシが上位ポ

リシに違反しないように管理する．また，上位のポリシから下位のポリシへ移行する

ほど，より詳細な設定を行うように，ポリシを階層化している．オンデマンドフロー

管理システムは下位ポリシが上位ポリシに違反しないよう管理する．このようなポリ

シの階層化により，設定項目数の分割による運用稼動の分散，ユーザの権限に応じた
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設定項目の配置による設定の容易さ，を提供できる．  

表 4-2．ポリシ一覧 

 ポリシ種別 ポリシ概要 

1 提供ポリシ ネットワーク構成を下に定めるポリシ．品質制御装置の

種別，性能，運用可能な品質グレードなどを規定する． 

2 契約ポリシ ユーザが利用できるフローや帯域，ユーザネットワーク

構成などを規定する． 

3 運用ポリシ 提供可能なフローの枠組を定める．発着ネットワークア

ドレス，品質グレード，帯域，方向，利用可能ユーザな

どを規定する． 

4 利用ポリシ 利用可能なフローを定める．運用ポリシの枠に基づき，

利用可能時間やフロー情報を規定する． 

 

また，ポリシを階層化しているため，各ユーザの役割毎にポリシを設定し，ポリシ

設定情報を分割することで運用稼動の分散を可能とした．図 4-5 に示すとおり，一般

ユーザは利用ポリシのみを，管理者ユーザは運用ポリシのみを設定するだけでよい．

提供されるサービス以上の設定を行わないように，オペレータが設定する提供ポリシ，

契約ポリシとの整合性は，オンデマンドフロー管理システムが担保する．これにより，

一般・管理者・管理補助ユーザは，ポリシ全体を把握した設定を行うことが不要とな

り，設定が容易となる． 
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図 4-5．ポリシの階層化 

5. 論理的な帯域管理 

本システムはフロー設定要求に基づき，ネットワーク全体の帯域要求を時間単位，

ユーザ単位，経路単位で論理的にデータベース管理している．一般ユーザからのフロ

ー設定要求をデータベースに反映することで，各リンクで現在使用されている帯域を

論理的に管理できる．リンク毎に物理帯域と最大割り当て可能率を指定することが出

来るため，オペレータに対し，特定リンクへのフロー集中による輻輳を未然に回避す

る手段を提供することが可能になる．さらに，物理的な帯域および経路制御を行うト

ラヒックエンジニアリングシステムと連携し，フローの経路における必要な帯域を設

定し，ユーザ要求に応じた通信品質を提供する． 

4.7. 効果 

 4.2 節で示した３つの課題に対するオンデマンドフロー管理システムの効果を示す． 

1. 設定の容易性 

設定の容易性を解決するには，4.2 節で示したように各ユーザの利用要求に基づいた

設定を行う仕組みが必要であるが，提案システムは一般ユーザからのフロー設定要求

を直接受け付け，各ユーザが利用する帯域を論理的に管理する．また，フロー設定の

予約も行い，現時点だけではなく未来にわたって必要とされるフロー設定，帯域も管
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理する．これにより，ユーザのフロー利用状況を幅広く把握し，適切な装置に適切な

設定を行うことが可能になる．また，ポリシを階層化して各レベルのユーザが行う設

定を簡易化しているため，一般ユーザは簡単な項目を入力するだけでフロー設定が可

能である． 

2. 設定の連携性 

設定の連携性を解決するには，ネットワーク構成，経路，フロー属性を一元的に管

理し，フロー単位で複数の品質制御装置を管理，設定する仕組みが必要であるが，提

案システムはネットワーク上の複数の品質制御装置を一元的に管理し，フロー単位で

必要な装置に設定を行う．これにより，オペレータやユーザは，フローがどの品質制

御装置を通過するか意識することなく，フロー設定を行うことが可能である． 

3. 設定の即応性 

設定の即応性を提供するには，個々の一般ユーザが，自分が設定できるフローや帯

域の範囲内で，必要なときに帯域を増大／減少させる仕組みが必要であるが，提案シ

ステムはオペレーティングにマルチユーザの概念を導入し，一般ユーザが直接フロー

設定要求を行える．これにより，ユーザのフロー設定要求に対し，オンデマンドで品

質制御装置の設定を行うことが可能である．  

 解決すべき課題と提案システムの特徴との対応関係を図 4-6 に示す．本システムに

より，課題を網羅的に解決している． 

以上のように，本システムは，一般ユーザから管理ユーザやキャリアオペレータま

で階層化したユーザ構造，および利用から契約や運用まで階層化したフロー管理ポリ

シを持ち，一般ユーザのフロー管理要求の受け付けを行いネットワーク運用ポリシと

整合し管理するため，バックボーンネットワークにおいて，ユーザ単位で要求を把握

し，フロー単位で通信品質を制御が可能となる． 
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 設
定
の
容
易
性 

設
定
の
連
携
性 

設
定
の
即
応
性 

ユーザ要求に基づくフロー管理    

フロー単位オペレーション    

マルチユーザ管理    

ポリシの階層化    

予約によるフロー設定    

論理的帯域管理    

図 4-6．解決すべき課題と提案システムの特徴との対応 

4.8. 提案方式の設備設計 

提案方式を大規模なネットワークに適用するには，ユーザの利用状況を踏まえた設

備設計を行い，フロー管理システムの必要台数などの設備設計を行う必要がある．設

備設計に必要な処理負荷の計算を行う． 

本システムの動作を図 4-7 のようにモデル化する．このモデルでは，N 人の一般ユ

ーザが 1 台のフロー管理システムに対し，K 通りのフローのいずれかを要求する．シ

ステムは M 台の品質制御装置に対し設定を行う．各一般ユーザは独立してフロー要求

を行う．システムは 1台の品質制御装置に対し，1フローあたり 1回の設定と削除を行

う． 
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図 4-7．本システムの動作のモデル化 

 1ユーザのオンデマンドフロー管理システムに対する 1フローの即時利用要求動作に

着目すると，「フローを利用している」「フローを利用していない」の 2 状態の間を遷

移していると考えられる．そこで，一般ユーザのフロー管理システムへのフロー要求

動作を図 4-8 のようにモデル化する． 

 

図 4-8．一般ユーザのフロー要求動作モデル 

 

フローを利用していない状態を P0，利用している状態を P1とし，状態間は λ，μの

確率で遷移する．ユーザは P0，P1 のいずれかの状態に属している．システムは定常

状態にあると仮定する． 

このモデルにおいて，式(4-1)，(4-2)が成立する． 

10
PP  

    (4-1) 

1
10
 PP

    (4-2) 
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式(4-1)，(4-2)より，式(4-3)のように P0，P1が導出できる． 








0
P

, 

.
1






P

  (4-3) 

 

(1) フロー要求頻度 

全てのユーザが Zipのモデルに従ってフロー設定要求を行うと仮定すると，1フロー

に対する全ユーザの単位時間当たりのフロー要求数 Fuserは式(4-4)となる． 

 
0

PNPF
user

 利用未利用ユーザ数
  (4-4) 

また，Zipのモデルにおいて平均利用率をV，平均利用時間をLとする．一般ユーザ

の要求フローの平均利用時間を L=1/μ，フロー要求の平均利用率を V=λ/(λ+μ)とする

と，1 フローに対する全ユーザのフロー要求数𝐹𝑢𝑠𝑒𝑟は式(4-5)のように計算できる． 

𝐹𝑢𝑠𝑒𝑟 =
𝑁𝑉

𝐿
  (4-5) 

フローが K 種類ある際の各フロー𝑖の平均利用率𝑉𝑖が Zip の法則に従うと仮定し，実

際に利用要求を行うフローの割合をα(0≤α≤1)とすると，𝑉𝑖は式(4-6)のように計算でき

る． 

𝑉𝑖 =
𝐶𝛼

𝑖
, 𝑤ℎ𝑒𝑟𝑒 𝐶 = 1 ∑

1

𝑖
𝐾
𝑖=1⁄      (4-6) 

ユーザ間のフロー要求が独立していると仮定すると，式(4-5)と式(4-6)より，K 種類

ある全てのフローに対する全ユーザのフロー要求数𝐹𝑢𝑠𝑒𝑟𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙は式(4-7)のように計算で

きる． 
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𝐹𝑢𝑠𝑒𝑟𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 = ∑
𝑁𝑉𝑖

𝐿
=

𝑁

𝐿
∑ 𝑉𝑖 =

𝑁

𝐿
𝛼          𝐾

𝑖=1
𝐾
𝑖=1 (4-7) 

 

(2)フロー設定頻度 

フロー管理システムから品質制御装置へのフロー設定，削除動作は，フロー利用状

態への遷移，未利用の状態への遷移の際に行われるため，図 4-8 のモデルを用いる．

フローは 2拠点間で生成され 2つの品質制御装置を経由することから，1つのフローが

設定される際に，ある品質制御装置が設定を受ける確率を2
𝑀⁄ とする．この場合，フ

ロー管理システムが 1 つの品質制御装置に対して行うフロー設定頻度𝐹𝑠𝑦𝑠𝑡𝑒𝑚は式(4-8)

のように計算できる． 

𝐹𝑠𝑦𝑠𝑡𝑒𝑚 = 𝑁(𝜆𝑃0 + 𝜇𝑃1)
2

𝑀
=

4𝑁𝑉

𝐿𝑀
 (4-8) 

 

式(4-6)と式(4-8)より，全フローについてフロー管理システムが 1 品質制御装置に行

うフロー設定数𝐹𝑠𝑦𝑠𝑡𝑒𝑚𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙は式(4-9)のように計算できる． 

 

𝐹𝑠𝑦𝑠𝑡𝑒𝑚𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 =
4𝑁

𝐾𝑀
∑ 𝑉𝑖
Ｋ
𝑖=1 =

4𝑁𝛼

𝐿𝑀
 (4-9) 

 

式(4-7)および式(4-9)によりオンデマンドフロー管理システムの必要台数などの設備

設計が可能となる．代表的な事例を基にした計算例を表 4-3 に示す． 
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表 4-3．パタン毎のフロー要求数とフロー設定数 

 中規模企業 大規模企業 CDN 

ユーザ数 N 1,000 10,000 100,000 

平均利用時間 L 3,600 3,600 600 

品質制御装置数 M 10 20 100 

利用要求フロー割合 α 0.2 0.2 0.05 

ユーザのフロー要求数𝐹𝑢𝑠𝑒𝑟𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 0.06 0.56 8.33 

システムのフロー設定数𝐹𝑠𝑦𝑠𝑡𝑒𝑚𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 0.02 0.11 0.33 

  

中規模企業の社内ネットワークを想定した場合，業務に関するフロー設定が多いた

め，平均利用時間は比較的高いと考えられる．大規模企業の社内ネットワークを想定

した場合，中規模企業と同様に平均利用時間は高く，ユーザ数や品質制御装置も多い

と考えられる．コンテンツデリバリネットワーク（CDN）を想定した場合，ザッピン

グ視聴が多いと想定されるため，平均利用時間は比較的短いと考えられる． 

フロー管理システム 1 台の要求処理能力を 2000 年代のサーバ能力を想定して 20Hz

と仮定すると，いずれの事例においても十分処理できると考えられる．本計算は定常

状態を仮定しているため，突発的な負荷集中なども踏まえた設備設計が必要となる． 

現在はコンピューティングの仮想化によりマルチキャスト利用状況に応じたコンピ

ューティングリソースの動的な割当が可能である．本研究の成果を活用し，把握した

ユーザ要求を，ネットワーク制御だけでなく，コンピューティングリソース制御にも

活用し，サービス品質を向上することが可能である．例えば Web 会議を提供するクラ

ウドのコンピューティングリソース制御を連動して行い，ユーザが求める品質に必要
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なコンピューティングリソースをオンデマンドで提供することも可能と考えられる．

ユーザの要求を把握・管理する特徴は，IT サービス提供において幅広く活用が可能と

考えられる． 

4.9. まとめ 

本章では，ポリシ階層型オンデマンドフロー管理システムを提案した．設定の容易

性，連携性，即応性を提供することが可能となり，個人・サービス単位で必要なリソ

ースを割り当てられるため，様々な通信品質を利用可能としサービスの利便性を向上

した．処理負荷となるフロー要求頻度/設定頻度の計算式を作成し，フロー利用時間/視

聴時間に応じた設備設計を可能とした．ネットワーク規模による設備設計が可能とな

り，バックボーンネットワークへの適用が可能となった．  
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5. 現在のネットワークへの適用について 

5.1. バックボーンネットワーク制御への適用 

2 章で記載した研究は，2000 年代を中心に行ったバックボーンネットワークのリソ

ース利用を効率化する研究開発である．当時から光通信と IP 通信の組み合わせがあっ

たように，現在も大容量・低遅延の光通信装置がさらに導入されており，光波長での

ルーチングを行うオールフォトニックネットワーク[40]に向けて，IP 通信と光通信の

効率的な組み合わせ利用の必要性は引き続き高い（図 5-1）． 

本研究におけるトラヒック配置・通信要求の管理システムは，様々なリソース種別

を定義できるため，フォトニックレイヤの様々な組み合わせに対応できる経路計算手

法を導入すれば，現在のバックボーンネットワーク制御にも適用できると考える． 

 

 

図 5-1．現在の電気・フォトニックによるバックボーンネットワーク 
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5.2. インテントベースのアプリケーション・ネット

ワーク協調制御への適用 

2 章で記載した研究は，2000 年代を中心に行ったバックボーンネットワークのリソ

ース利用を効率化する研究開発であるが，それ以降，SDN（Software-Defined Net-

working）やNFV（Network Functions Virtualization）等のネットワーク仮想化技術

の発展により，ネットワークは動的かつ柔軟に制御することが可能になりつつある．

ネットワークを介したサービスは多様化しており，超高速・大容量，超低遅延，超低

消費電力・低コスト化などネットワークに求められる要件も複雑化している． 

現在，ユーザが快適にサービスを享受するためには，多様化するサービスに対する

ユーザの要求（インテント）を正しく把握したうえでインテントを満たすように要件

を策定し，策定した要件に基づいて制御を行う研究開発が進んでいる[41]． 

ユーザ端末で用いられているテレビ会議やストリーミングなどの通信品質を必要と

するアプリケーションにおいては，サービスに対するユーザの満足度を向上させるた

めに，ネットワーク品質を考慮したアプリケーションデータの配信レートの制御がさ

れている．ネットワークにおいては，ネットワーク内で取得したトラヒック情報を用

い，トラヒックエンジニアリングにより，与えられたネットワーク品質要件を満たす

経路の制御が行われている．しかし，現状では，アプリケーション制御とネットワー

ク制御は独立しているため，ユーザの満足度やネットワークリソースの利用効率の観

点で十分な効果が得られない課題がある．そのため，インテントに基づいてアプリケ

ーション制御とネットワーク制御を協調させ，ユーザの満足度を高めるアプローチの

研究開発が進んでいる． 

4章で記載した研究が提案するオンデマンドフロー管理システムは，ユーザのインテ

ントを把握しポリシに基づく品質制御を行うことが可能である．ユーザのインテント

を把握する方法としては，これまでの Web インタフェースに加えて，アプリケーショ

ン連動や AI による振る舞いからの予測などを活用することが出来る．これらインテン
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ト情報を API から入力し，本研究のポリシ管理と組み合わせることにより，サービス

条件に基づくユーザインテントの最適化を図ることが可能であると考える．さらに，

トラヒック配置・通信要求の管理システムと組み合わせることにより，トラヒック情

報に加えて，ユーザのインテントを踏まえたトラヒックエンジニアリングによるトラ

ヒックの効率制御が可能となる．本研究成果は，将来的なアプリケーション・ネット

ワーク協調制御に向けて活用できると考える．  

5.3. インテントベースのクラウドサーバ・アプリケ

ーション・ネットワーク協調制御への適用 

4 章で記載した研究は，2000 年代を中心に行ったユーザ要求に基づくオンデマンド

品質制御の研究開発であるが，それ以降，リモートワークの急増やデジタルトランス

フォーメーション（DX）推進など，予測不能な社会情勢の変化により，サービスに対

する需要の急変やユーザニーズの多様化が加速している． 

それら環境の変化や多様性に追従する手段として各種システムのクラウドネイティ

ブ化が進み，クラウドサーバ上でさまざまなサービスやネットワーク機能が迅速かつ

多様な粒度で提供されるようになっている．そのため，サーバリソース制御の重要性

が増しており，これまでの経験頼りのリソース設計やシステムパフォーマンスベース

でのリソース制御では，ユーザ品質要件や利用状況に則したサービス提供が困難であ

る課題がある． 

そのため，システム視点に加えて，多様なユーザ要件を考慮した新たなリソース制

御技術の研究開発が進められている[42]．新たなリソース制御技術では，ユーザ体感

品質を維持しつつ，さまざまなサービス利用状況下における最適リソースを自動算出

することで，リソース設計や運用稼働の削減やリソースコストの削減を目指している． 

4 章で記載した研究が提案するオンデマンドフロー管理システムは，ユーザのイン



90 

 

テントを把握しポリシに基づく品質制御を行うことが可能である．また，階層化され

たポリシは属性の追加が容易に可能である．このため，把握したインテントを，ネッ

トワーク制御だけでなく，コンピューティングリソース制御に活用することが可能で

ある．例えば Web 会議サービスの実施において，ユーザのインテントを把握し，ネッ

トワークの品質制御だけでなく，Web 会議を提供するクラウドのコンピューティング

リソース制御を連動して行い，ユーザが求める品質をオンデマンドで提供することが

考えられる．本研究成果は，将来的なクラウドサーバ・アプリケーション・ネットワ

ーク協調制御に向けて活用できると考える． 
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6. 結論 

6.1. 本論文のまとめ 

本論文では，サーバ型トラヒックエンジニアリングシステムによるバックボーンネ

ットワーク制御，マルチキャスト管理およびオンデマンドフロー管理による IP アプリ

ケーション管理を連携させることで，IP アプリケーションのリソース利用状況を把握

してトラヒック分散制御を行う研究および実装評価を行った．本研究は，効率的に大

容量トラヒックを制御するアーキテクチャ・技術を確立し，大規模化するバックボー

ンネットワークの効率的・安定的な制御を可能とした． 

第 2 章では，トラヒック制御によるリソース利用効率化について論じた．トラヒッ

ク情報と経路制御を一元管理することで，トラヒック情報の時間変動に対する収束性

を向上させ，経路の安定性を向上させるサーバ型トラヒックエンジニアリング技術，

トラヒック流量を最大にする経路計算方式を提案した．日本国内における通信キャリ

アのバックボーンネットワークでの利用を想定し，現実に近い通信キャリアネットワ

ークを想定したシミュレーションモデルを構築し，トラヒック収容効率の向上を確認

した．MPLS エミュレータを用いて大規模な MPLS バックボーンネットワーク環境を

模擬した検証環境を構築し，様々なネットワーク構成を生成して，通常運用の LSP 設

定や故障時の LSP 設定を評価し，従来方式よりも短い時間で設定できることを示し，

提案するサーバ型トラヒックエンジアリングの有効性を示した． 

第 3 章では，マルチキャスト経路管理による他拠点配信の運用効率化について論じ

た．ユーザの認証を行い，マルチキャスト配信を管理するサーバ型マルチキャスト管

理システムを提案した．標準的なマルチキャストプロトロコルを終端する機能を持ち，

ユーザ契約やリソース利用状況に基づいたマルチキャスト経路配信を一元的に行うた

め，既存のプロトコルを改変することなく，配信管理が可能となるため，通信キャリ
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アがビジネス用途としてマルチキャスト通信を活用できる道を切り開いた．システム

性能の評価モデルを構築し，企業内の会議からネットワークワイドの配信まで，さま

ざまな他地点配信を想定して，サーバ型マルチキャスト管理システムに必要な設備設

計に資する性能要件を計算した． 

 第 4 章では，オンデマンドフロー管理による通信品質管理の運用効率化について論

じた．ユーザの通信品質要求をオンデマンドで受け付け，要求に基づいてバックボー

ンネットワーク上に配置された複数の品質制御装置を一元的に管理，設定するサーバ

型オンデマンドフロー管理システムを提案した．一般ユーザから管理ユーザやキャリ

アオペレータまで階層化したユーザ構造，および利用から契約や運用まで階層化した

フロー管理ポリシを持ち，一般ユーザのフロー管理要求の受け付けを行いネットワー

ク運用ポリシと整合し管理するため，バックボーンネットワークにおけるフロー管理

を可能とし，ユーザ単位の要求に基づくネットワーク品質制御サービスを提供可能と

した．システム性能の評価モデルを構築し，大規模から中小規模までを想定して，サ

ーバ型オンデマンドフロー管理システムに必要な設備設計に資する性能要件を計算し

た． 

第 5 章では，現在の通信キャリアのバックボーンネットワークへの研究成果の適用

について論じた．本研究は，2000 年代を中心に行ったバックボーンネットワークのリ

ソース利用を効率化する研究開発であるが，現在のバックボーンネットワークにおけ

る IP 通信と光通信の最適な組み合わせや，ユーザのインテントを把握し，インテント

ベースのクラウド・アプリケーション・ネットワークの連携制御に活用できることを

述べた． 

6.2. 今後の課題 

本研究は，2000 年代に行ったものであるが，現在の通信キャリアが抱える課題に適

用可能である． 
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2 章で論じたサーバ型トラヒックエンジニアリングシステムは，バックボーンネッ

トワークのリソース利用を効率化する研究開発である．当時から光通信と IP 通信の組

み合わせがあったように，現在も大容量・低遅延の光通信装置がさらに導入されてお

り，光波長でのルーチングを行うオールフォトニックネットワークに向けて，IP 通信

と光通信の効率的な組み合わせ利用の必要性は引き続き高い．本研究におけるトラヒ

ック配置・通信要求の管理システムは，様々なリソース種別を定義できるため，フォ

トニックレイヤの様々な組み合わせに対応できる経路計算手法を導入すれば，現在の

ネットワーク制御にも適用できると考える． 

4 章で論じたオンデマンドフロー管理システムは，ユーザの要求を把握・管理し，

ポリシに基づく品質制御を行うことが可能である．現在，ユーザの要求（インテント）

を把握し，インテントを満たすように要件を策定し，策定した要件に基づいて制御を

行うインテントベースのリソース制御の研究開発が注目されている．3GPP などモバ

イル系の標準化団体で議論が活発に行われており，サービスに対するユーザの満足度

を向上させるために，現状では独立しているアプリケーション制御とネットワーク制

御を協調させ，インテントに基づいてユーザの満足度を高めるようにキャリアのリソ

ースを制御する研究開発が進められている．オンデマンドフロー管理システムの成果

を活用し，把握したユーザ要求を，ネットワーク制御だけでなく，コンピューティン

グリソース制御にも活用し，サービス品質を向上できると考える．例えば Web 会議を

提供するクラウドのコンピューティングリソース制御を連動して行い，ユーザが求め

る品質に必要なコンピューティングリソースをオンデマンドで提供するなど，ユーザ

の要求を把握・管理する特徴は，IT サービス提供において幅広く活用が可能と考える． 

 筆者は，通信キャリアにおいてネットワークを中心とした研究開発に携わっている

が，筑波大学大学院博士課程の営みで得られた，これまでの研究開発成果と今後のネ

ットワークサービスへの適用に向けた検討を，今後の研究開発において活かしていき

たい． 
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